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鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部

　職 業 安 定 課 長 右田　裕幸
　地方労働市場情報官 桑畑　千恵子

℡．　099  (  219  )  8711

〇有効求人倍率の状況

・有効求人倍率（季節調整値）   　１．１１倍　　前月より0.03ポイント減少（２か月ぶりの減少）

・全国では38番目。九州では、大分県、宮崎県、佐賀県、熊本県、長崎県、福岡県に次ぎ７番目。

・〔全国〕　有効求人倍率（季節調整値） 　１．２４倍　　前月より0.01ポイント増加

・有効求人数（季節調整値） ３７，６１５人　　前月より2.1％減少（５か月連続の減少）

・有効求職者数（季節調整値） ３３，８５１人　　前月より0.5％増加（４か月ぶりの増加）

・就業地別有効求人倍率（季節調整値）１．２２倍　　　前月より0.02ポイント減少

　※公表値としては、集計開始以降、継続的に「受理地別」（求人を受理したハローワークの所在地で求人数を集計）を使用。

　　「就業地別」は、求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する就業地で求人数を集計し、算出したもの。

〇新規求人・求職の状況

・新規求人倍率（季節調整値） 　　１．８８倍　　前月より0.21ポイント減少（４か月ぶりの減少）

・新規求人数（原数値） １２，２１７人　　前年同月より12.1％減少（２か月連続の減少）

主要産業の新規求人数（前年同月比）
　増加した業種・・・・・なし

　減少した業種・・・・・建設業（5.3％減）、製造業（15.2％減）、運輸・郵便業（21.4％減）、

　　　　　　　　　　　　　卸売業・小売業（3.4％減）、宿泊業・飲食サービス業（39.9％減）、

　　　　　　　　　　　　　医療・福祉（9.8％減）、サービス業（他に分類されないもの）（8.0％減）　　

・新規求職申込件数（原数値）　６，５５３人　　前年同月より2.9％減少（２か月連続の減少）

－ １ －

鹿児島の雇用失業情勢（令和６年９月分）の概要について

 (P３参照)

　 

～有効求人倍率は、１．１１倍と、前月を0.03P下回った～

 (P２参照)

 (P２参照)

 (P２参照)

鹿 児 島 労 働 局 発 表

令和６年１０月２９日（火）

県内の雇用失業情勢は、求人が求職を上回っているものの、求人の動きに弱さがみられ

る。物価上昇等が雇用に与える影響について、引き続き注視が必要。

Press Release

９月の概要
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１.　求人倍率の推移(一般・ パート、年度平均は原数値、各月は季節調整値)

*５年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(一般・パート、原数値)

新規求人数が２か月連続で前年同月を下回り、有効求人数は１９か月連続で前年同月を下回った。
各月右欄は、前年同月比(％)

Ｄ

Ｅ

H

Ｉ

Ｍ

Ｐ

Ｒ

　　　令和６年４月以降の対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

－ ２ －

８月

▲ 18.0 ▲ 12.1

▲ 15.21,027

1,424

令和６年

14,273

▲ 24.9

1,437 1,143

▲ 24.8

運輸業、郵便業

令和５年度

1,148

(  月平均  )

▲ 7.7

製造業 1,334

新規求人数　※

530

（17.7）

634

▲ 27.6898

1,390

11,685

（9.5）

779

医療、福祉

卸売業、小売業

1,364サービス業（他に
分類されないもの）

（▲4.6）

▲ 7.1

4,768

（▲2.1）

▲ 3.8

▲ 7.6

（▲7.3）

551

1,903

（▲7.7）

14,295

908

565

宿泊業、飲食
サービス業

41,415

4,059

1,298

▲ 7.5

1,244

38,204有効求人数

▲ 8.2

（▲3.4）

36,645▲ 5.6

（▲14.2）

1,623 1,697（▲32.1）

▲ 15.6

38,272 ▲ 7.2

1,937

964 17.1

▲ 2.3

548

（▲13.7）4,756 4,172 （6.0）

▲ 45.1

（▲9.8）4,178

▲ 10.7

12,222

６月

▲ 7.9

▲ 14.1

▲ 4.3建設業 11.2

6.4

７月

517

1,477

９月

（▲8.0）

799

▲ 5.3

（▲22.1）

▲ 8.7

414

1,009

12,217

5.0

（注）令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

（▲21.4）（▲9.9）

▲ 9.5

1,709

1,122

36,664

▲ 39.9

※求人数の多い主な産業のみ内数として掲載しているため、合計とは一致しない。

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

元 2 3 4 5 ５年… 10月 11月 12月 ６年… ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

（ 倍 ）
本県 (  受理地別有効 ) 全国 (  受理地別有効 ) 本県 (  受理地別新規 ) 全国 （ 受理地新規 ）

全国 （新規）

本県（新規）

全国（有効)

本県（有効）

元
年度

2 3 4 5

本県 1.33 1.12 1.30 1.34 1.20

全国 1.55 1.10 1.16 1.31 1.29

就業
地別

本県 1.42 1.18 1.36 1.43 1.30

本県 1.95 1.88 2.13 2.21 2.08

全国 2.35 1.90 2.08 2.30 2.28

就業
地別

本県 2.08 1.97 2.24 2.36 2.25

求人倍率

有効

受理
地別

受理
地別

新規

５年
９月

10月 11月 12月
６年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

1.20 1.18 1.17 1.16 1.18 1.21 1.20 1.21 1.17 1.15 1.13 1.14 1.11

1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26 1.28 1.26 1.24 1.23 1.24 1.23 1.24

1.29 1.28 1.27 1.26 1.28 1.30 1.29 1.31 1.27 1.25 1.24 1.24 1.22

2.07 1.99 2.08 2.07 2.09 2.07 2.12 2.15 1.86 2.04 2.07 2.09 1.88

2.25 2.25 2.25 2.25 2.28 2.26 2.38 2.17 2.16 2.26 2.22 2.32 2.22

2.26 2.18 2.26 2.22 2.29 2.24 2.25 2.32 2.07 2.17 2.25 2.32 2.07
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３１.　求職の動き(一般・パート、原数値）

新規求職申込件数、有効求職者数ともに、２か月連続で前年同月を下回った。

各月右欄は、前年同月比(％)

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

３２．　新規求職申込件数の態様別状況（一般・パートのうち常用、原数値 )

在職求職者、離職求職者が２か月連続で前年同月を下回った一方、無業求職者は２か月ぶりに前年同月を上回った。

各月右欄は、前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　
－ ３ －

令和６年

▲ 3.333,495

6.4

1,632

1,5621,850

雇用保険受給
資格決定件数

▲ 5.5 568 6.8

▲ 11.7 ▲ 3.3▲ 12.6

3.7

▲ 12.4

▲ 0.2

９月

▲ 7.6

18,911

8,800 ▲ 10.1

4,183

3,239

729

1.34,801

▲ 13.6

497

▲ 2.13,445

▲ 1.17,280

758

2.1

12,227

▲ 14.0

12,309

▲ 14.0

7,312

4,823

８月

1,410 1,583

5,352

▲ 6.7

1,634

6,071

34,774

1,080

0.67,669

19,760

1.1

▲ 0.6

6,524 ▲ 3.2

▲ 9.7

▲ 1.0

▲ 6.5

▲ 9.2

1,071

33,760

2,295

3,558

▲ 19.1

3.2

▲ 9.6

583

3,141

▲ 13.5

12,968

6.1

5.4

▲ 5.4

1,630

8.4

令和６年

13,817

4,176 3.6

▲ 20.5

7.6

823

3.4

1,528

▲ 14.9

3.9

3.2

新規求職申込件数

４４歳以下 3,164 ▲ 3.2

(  月平均  ) ６月

0.3

3,612 8.7

2,690

1,783

5,286

6,374

18,951

0.4

3,758

605

15,014

▲ 12.5

６月

1.5

20,493

７月

3,374

5,384

1.9

７月

令和５年度

▲ 1.9

▲ 6.2

9.2

▲ 18.6

2,332

975

▲ 3.9▲ 4.8

▲ 4.1

35,744

2,175

5,943

▲ 0.7

15,251

6,223

710

3.4

2,870

▲ 6.5

▲ 20.3

8,950

1,580

▲ 7.2

3,716

1,380

▲ 7.4

6,880

▲ 23.3 ▲ 11.11,699

2.3

４４歳以下

４５歳以上

0.6

0.6

12,506

5.5

19,011

1,122

▲ 5.9

15,479

34,490

8.1

2,445

2.71,975

9,193

雇用保険受給者
実人員

0.0

新規求職申込件数
6,833

▲ 7.11,852

(  月平均  )

6.1

1.3

882

▲ 14.2

6,657

令和５年度

4,354

5,126 10.9

9.1

▲ 1.8

2,679

6,053

▲ 18.2

3.5

8,615

▲ 6.9

6,430

2,969

▲ 10.0

９月

▲ 8.52,9952,818 2,415

6,553▲ 14.1▲ 12.5 3.1

▲ 23.2

6.7 1,872

▲ 20.8

826

▲ 9.6

▲ 3.1

14,849

6.1

2.7

3,251

1.2626

４５歳以上

8,503▲ 5.7

14,544

4.4▲ 10.4

1,765

８月

▲ 2.9
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４.　就職の動き(一般・パート）

就職件数は、すべての年齢層で前年同月を下回った。
各月右欄は、前年同月比(％)

就職件数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.正社員の求人・求職状況（原数値）

正社員有効求人倍率は、前年同月を0.01P下回った。

各月のうち右欄は、前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)　

（※）正社員有効求職者数・・・・パートを除く常用の有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれている。）

６.令和６年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率の推移（一般・パート、原数値）

－ ４－

688 ▲ 2.1

230

▲ 4.7 ▲ 12.4
雇用保険受給者

▲ 8.9 550▲ 1.8 629

8.1 224

1,256

４４歳以下
1,117

588

▲ 10.5

▲ 5.8 2,177

184

９月

▲ 3.4

9.5

1,113

1,742

７月

961

▲ 9.5

▲ 9.8

▲ 6.5

540

2,074

▲ 21.8

▲ 14.6

▲ 19.7▲ 10.6

▲ 0.4

８月

▲ 7.3

6.1

2,099

947

▲ 16.0

1,058

▲ 7.2

189

9.1 545 623▲ 12.2

▲ 14.4▲ 2.1

1,152

633

684

0.6

534

670

▲ 1.1

▲ 1.8

1,119

令和５年度 令和６年

▲ 7.6954

445

▲ 11.3

788

６月

▲ 14.1

４５歳以上

617

729

249

678

▲ 10.8

(  月平均  )

▲ 12.72,373

▲ 10.0

９月

9.7

令和５年度
(  月平均  ) ６月 ７月 ８月

正社員新規求人数 7,153 ▲ 3.7 6,547 ▲ 10.2 ▲ 7.46,120 ▲ 12.1 6,6227,502

新規求人数に占める割合 50.0% 2.0 54.2%53.6% 2.4 1.652.6%

1.08 ▲ 0.06 1.04 0.00 ▲ 0.011.05 0.00 1.04 ▲ 0.01

2.852.4% 3.5

1.04

正社員有効求人数 20,944 ▲ 3.2 20,217 ▲ 2.8

正社員有効求人倍率

▲ 4.7

▲ 0.02 1.00 ▲ 0.01 1.01 ▲ 0.01

▲ 1.1 19,597 ▲ 4.2

全　　国 1.02 0.01 0.96 ▲ 0.03

50.6% 2.0 52.8%

0.99

53.1%

20,304

▲ 0.9 18,789 18,859

19,644

2.7

正社員有効求職者数（※） 19,390 1.8 19,522 ▲ 2.3

有効求人数に占める割合

▲ 0.4 55.9%

2.4

19,294 ▲ 3.9 ▲ 4.2

2.4 53.5% 2.5 53.6%

令和６年

▲ 0.6有効求職者に占める割合 56.2% ▲ 1.1 54.6% ▲ 0.9 55.5% ▲ 0.7 56.1%

令和５年９月 1.23 1.69 0.85 1.06 1.32 1.01 0.95 1.15 0.92 1.48 1.22 1.11 1.22 1.16
10月 1.25 1.87 0.88 0.98 1.37 1.03 0.92 1.21 0.95 1.48 1.29 1.15 1.13 1.19
11月 1.25 2.07 0.87 1.06 1.46 1.09 0.88 1.21 0.99 1.52 1.25 1.22 1.17 1.21
12月 1.31 2.19 0.94 1.12 1.49 1.13 1.01 1.29 1.02 1.65 1.33 1.46 1.21 1.28

令和６年１月 1.30 2.02 0.93 1.11 1.48 1.17 1.05 1.23 1.01 1.37 1.30 1.42 1.23 1.27
２月 1.33 2.18 1.02 1.09 1.50 1.15 1.09 1.31 0.99 1.39 1.27 1.61 1.31 1.30
３月 1.28 1.98 0.99 1.05 1.38 1.11 0.97 1.26 0.93 1.33 1.23 1.35 1.20 1.23
４月 1.21 1.90 0.94 0.96 1.28 1.01 0.85 1.14 0.86 1.34 1.14 1.20 1.14 1.15
５月 1.12 1.74 0.86 0.95 1.28 0.97 0.80 1.11 0.84 1.26 1.04 1.06 1.09 1.08
６月 1.10 1.59 0.88 0.96 1.33 0.96 0.76 1.04 0.91 1.27 1.05 1.02 1.09 1.07
７月 1.12 1.61 0.88 0.99 1.35 1.00 0.84 1.05 0.90 1.33 1.11 1.04 1.10 1.10
８月 1.11 1.80 0.91 0.99 1.35 1.01 0.92 1.00 0.86 1.32 1.14 1.02 1.04 1.09
９月 1.08 1.95 1.01 1.02 1.32 1.00 0.89 1.01 0.80 1.37 1.12 1.03 1.02 1.09

安定所 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋 局計名瀬 指宿国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水
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〇新規求人数・・・・・・ ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数。

「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計。

ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数と、新たにハローワーク
インターネットサービスからオンライン登録を行った件数（オンライン登録者）の合計。

「前月から繰越された有効求職者数及び有効オンライン登録者」と当月の「新規求職申込件数」
の合計。

求職者数に対する求人数の割合。
求人を受理したハローワークが所在する地域ごとに集計した数値である受理地別求人倍率と、
実際に就業する地域ごとに集計した数値である就業地別求人倍率がある。

「新規求人数」÷「新規求職申込件数」（新規オンライン登録者を含む）。

「月間有効求人数」÷「月間有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。

「正社員の有効求人数」÷「パートを除く常用の有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。
ただし、「パートを除く常用の有効求職者」には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

１年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値。
求人数や求職数は、経済状況だけでなく、社会習慣等の季節的な理由によっても変化する。
そのため、季節変動を有する系列の分析を行う際には、季節的な理由による変動を排除する必要が
あり、この季節変動の除去を「季節調整」という。

毎年１回（１月分公表時に）季節調整値替えが行われ、過去の季節調整値は改訂される。

実際の数値（季節調整前の数値）。

ハローワークの有効求職者が、ハローワークの紹介により就職したことを確認した件数と、
オンライン登録者がハローワークインターネットサービスから自主的に応募し就職が確認された
件数の合計。

〇一        般・・・・・ パートタイム以外のものをいう。

パートタイムの略。１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の
所定労働時間に比べて短いものをいう。

雇用契約において雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているもの
（季節労働を除く）。

パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

         （注）　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに
　            　 来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に
　            　 直接応募した就職件数等が含まれている。

－ ５－

〇パ 　ー　 ト・・・・・

〇原　数　値　・・・・・

〇就 職 件 数  ・・・・・

〇正　社　員・・・・・

〇有効求職者数・・・・・・

〈　用　語　の　解　説　〉

〇季節調整値・・・・・

〇有効求人数・・・・・・

〇新規求職申込件数・・・・・・

〇常        用・・・・・

⇒正社員有効求人倍率・・・・・

⇒新規求人倍率・・・・・

⇒有効求人倍率・・・・・

○求 人 倍 率 ・・・・・・
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年収の壁対策として
  労働者１人につき最大50万円助成します！
事業主の皆様へ

要 件 1 人 当 た り
助 成 額

① 賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 な ど ）

1年目
 20万円 ( 注 )

② 賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 な ど ）

3 年 目 以 降 、 ③ の 取 組

2年目
 20万円 ( 注 )

③ 賃金の 1 8％以上を増額
3年目

10万円

（１）手当等支給メニュー
週所定労働時間

の延長
賃金の
増額

1人当たり
助成額

4時間以上 ー

30万円

3時間以上
4時間未満 ５％以上

2時間以上
3時間未満 1 0％以上

１時間以上
2時間未満 1 5％以上

（２）労働時間延長メニュー

◆社会保険適用促進手当
事業主が社会保険適用に伴い手取り収入を減らさないよう

手当を支給した場合は、本人負担分の保険料相当額を上限として
社会保険料の算定対象としません。

※ 助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
※ （２）４時間未満の延長の場合は、併せて基本給の増額が必要。
※ １年目に（１）①の取組による助成（20万円）を受けた後、
２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることも可
能（併用メニュー）。

（上述の組み合わせの場合に限り、同一の対象者についてメニューをまたい
だ助成を受けることができます。）

キャリアアップ計画書を事前に提出しましょう！

2023（令和５）年10月から、キャリアアップ助成金に
｢社会保険適用時処遇改善コース｣を新設しました！

〇労働者を新たに社会保険に加入させるとともに、収入を増加させる取組を行った事業主に助成

事業主の皆様の
人手不足の解消へ！

※ 本助成金については、2023（令和５）年10月１日から2026（令和８）年３月31日までの間に新たに社会保険の
加入要件を満たし、適用されることとなった労働者が対象になります。

※ キャリアアップ計画書を作成し、取組を開始する日の前日までに、管轄労働局まで
提出してください。（不備があると当日の受理ができませんので、余裕を持ってご準備ください。）

労働者にとって、
・「年収の壁」を意識せず働くことができる。
・社会保険に加入することで処遇改善につながる。

（社会保険の適用）
取組開始

労働時間延長
メニュー

賃上げ、労働時間
延長の取組

手当等の支給 手当等の支給 賃上げ、労働時間
延長の取組

併用メニュー

手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給 基本給（総支給額）
の増額

手当等支給
メニュー

６ヶ月 １年 １年６ヶ月 ２年 ２年６ヶ月

キャリアアップ
計画書の提出 2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（２回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

支給申請
（４回目）

2ヶ月

支給申請
（５回目）

(注)1,2年目は取組から6ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）

賃上げ等、労働時間
延長あるいはその両
方による増額

パートタイム・有期雇用労働法
キャラクター「パゆう」ちゃん
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「
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
」
の
厚
生
労
働
省
の
取
組

現
状

20
22
年
度

20
23
年
度

20
24
年
度
以
降

離
職
者

等
向
け

の
支
援

公
共
職
業
訓
練

求
職
者
支
援
訓
練

デ
ジ
タ
ル
分
野
の
訓
練
受
講

者
数
約
2.
5万
人
（
20
20
年
度
）

教
育
訓
練
給
付

デ
ジ
タ
ル
分
野
の
受
講
者
数

約
0.
4万
人
（
20
19
年
度
）

企
業
の

デ
ジ
タ

ル
人
材

育
成
・

確
保
支

援

人
材
開
発
支
援

助
成
金

デ
ジ
タ
ル
分
野
の
受
講
者
数

約
１
万
人
（
20
20
年
度
）

IT
SS
レ
ベ
ル
２
以
上
の
訓
練
を
高
率
助
成
に
位
置
づ
け

地
域
の
訓
練
ニ
ー
ズ
を
反
映
す
る
協
議
会
の
法
定
化

デ
ジ
タ
ル
分
野
の
講
座
の
充
実

IT
分
野
の
資
格
取
得
を
目
指
す
訓
練
コ
ー
ス
の
訓
練
委
託
費

等
の
上
乗
せ
な
ど
に
よ
り
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
重
点
化
を
実
施

デ
ジ
タ
ル
分
野
の

訓
練
受
講
者
数

70
,0
00
人

(2
02
4年
度
）

デ
ジ
タ
ル
分
野
の

受
講
者
数

65
,0
00
人

(2
02
4年
度
）

①
現
状
と
課
題

②
対
応
の
方
針

民
間
の
知
恵
を
活
用
し
て
実
施
す
る

３
年
間
で
4,
00
0億
円
規
模
の
施
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
よ
る
強
化

以
下
の
工
程
表
に
沿
って
、デ
ジ
タル
分
野
の
訓
練
・講
座
の
拡
充
と制
度
の
一
層
の
周
知
・広
報
の
強
化
に
取
り組
み
、受
講
者
数
増
を図
る
。

民
間
の
知
恵
を
活
用
し
て
実
施
す
る

３
年
間
で
4,
00
0億
円
規
模
の
施
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
よ
る
強
化

い
ず
れ
の
取
組
に
お
い
て
も
、デ
ジ
タル
分
野
の
受
講
者
数
が
少
な
い
（
デ
ジ
タル
分
野
の
訓
練
・講
座
の
拡
充
、制
度
の
一
層
の
周
知
・広
報
が
必
要
）

公
的
職
業
訓
練
に
つ
い
て
は
、訓
練
コー
ス
の
地
域
偏
在
も
課
題
（
IT
分
野
の
資
格
取
得
を目
指
す
訓
練
コー
ス
未
設
定
地
域
：
13
県
（
令
和
２

年
度
実
績
）
）
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デ
ジ
タ
ル
分
野
の
受
講
者
数

離
職
者

在
職
者

学
卒
者

合
計

求
職
者

支
援
訓
練

公
共

職
業
訓
練

令
和
２
年
度

5
,8

3
3

9
,2

2
4

9
,0

9
1

1
,1

3
0

2
5
,2

7
8

令
和
３
年
度

7
,5

3
0

9
,9

2
4

1
4
,5

2
0

8
7
7

3
2
,8

5
1

う
ち
女
性

4
,3

4
6

（
5
7
.7
％
）

5
,8

9
7

（
5
9
.4
％
）

3
,1

8
3

（
2
1
.9
％
）

1
6
3

（
1
8
.6
％
）

1
3
,5

8
9
 

（
4
1
.4
％
）

令
和
４
年
度

1
2
,0

8
5

1
6
,1

3
8

3
3
,5

7
9

3
,3

5
6

6
5
,1

5
8

う
ち
女
性

7
,8

6
4

（
6
5
.1
％
）

8
,3

2
2

（
5
1
.6
％
）

8
,3

1
4

（
2
4
.8
％
）

2
6
2

（
7
.8
％
）

2
4
,7

6
2

（
3
8
.0
％
）

令
和
５
年
度

1
4
,9

1
5

1
6
,4

5
4

3
9
,7

2
8

3
,2

1
4

7
4
,3

1
1

う
ち
女
性

1
0
,1

5
9

（
6
8
.1
％
）

8
,8

0
8

（
5
3
.5
％
）

9
,4

8
5

（
2
3
.9
％
）

3
4
7

（
1
0
.8
％
）

2
8
,7

9
9

（
3
8
.8
％
）

※
令
和
５
年
度
実
績
に
つ
い
て
は
速
報
値
で
あ
り
、
今
後
変
動
の
可
能
性
が
あ
る
。

※
デ
ジ
タ
ル
分
野
と
は
、

IT
分
野
（
IT
エ
ン
ジ
ニ
ア
養
成
科
な
ど
。
情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
を
除
く
。
）
 、
デ
ザ
イ
ン
分
野
（
W

E
B
デ
ザ
イ
ン
系
の
コ
ー
ス
に
限
る
）等
。

※
当
該
年
度
に
開
講
し
た
訓
練
コ
ー
ス
の
受
講
者
数
。
た
だ
し
、
令
和

2年
度
の
公
共
職
業
訓
練
は
、
当
該
年
度
に
終
了
し
た
訓
練
コ
ー
ス
の
受
講
者
数
。

ま
た
、
令
和

2
年
度
の
学
卒
者
は
、
都
道
府
県
は
前
年
度
か
ら
の
繰
り
越
し
者
を
含
め
た
受
講
者
数
で
あ
り
、
（
独
）高
齢
・
障
害
・求
職
者
雇
用
支
援
機
構
は
当
該
年
度
修
了
者
数
。

※
「
在
職
者
」
は
都
道
府
県
及
び
（
独
）高
齢
・
障
害
・求
職
者
雇
用
支
援
機
構
が
実
施
す
る
在
職
者
訓
練
、
生
産
性
向
上
支
援
訓
練
及
び
認
定
職
業
訓
練
の
受
講
者
数
の
合
計
。

た
だ
し
、
「
う
ち
女
性
」に
つ
い
て
「
在
職
者
」及
び
「
合
計
」は
認
定
職
業
訓
練
分
を
除
く
。

※
男
女
別
集
計
は
令
和
３
年
度
か
ら
開
始
。

公
的
職
業
訓
練

（
公
共
職
業
訓
練
・
求
職
者
支
援
訓
練
）

（
）
内
は
、
受
講
者
に
占
め
る
う
ち
女
性
の
割
合
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リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
関
す
る

文
部
科
学
省
の
取
組
に
つ
い
て

令
和

6
年

1
0
月

総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
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リ
カ
レ
ン
ト
教
育
等
社
会
人
の
学
び
直
し
の
総
合
的
な
充
実

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

11
6億
円

(前
年
度
予
算
額

88
億
円

)

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
推
進
の
た
め
の
学
習
基
盤
の
整
備

人
生

10
0年
時
代
や
デ
ジ
タル
社
会
の
進
展
、絶
え
間
な
く変
化
す
る
社
会
情
勢
を
踏
ま
え
、産
業
界
や
社
会
の
ニー
ズ
に
対
応
した
実
践
的
な
プ
ログ
ラム
の
開
発
・拡
充
や
リカ
レ
ント
教
育
の
基

盤
整
備
を
車
の
両
輪
とし
て
厚
労
省
・経
産
省
と連
携
しな
が
ら推
進
し、
誰
も
が
い
くつ
に
な
って
も
キ
ャリ
ア
ア
ップ
・キ
ャリ
ア
チ
ェン
ジ
を
実
現
し、
新
た
な
チ
ャレ
ンジ
が
で
き
る
社
会
を
構
築
す
る
。

＜
社
会
人
を
主
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
て
い
る
予
算
事
業
＞

①
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
構
築
支
援
事
業
：

2
,5

7
0
百
万
円
（
新
規
）

大
学
・
専
門
学
校
・
高
等
専
門
学
校
等
を
活
用
し
た
社
会
人
向
け
の
実
践
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
拡
充

・大
学
・大
学
院
が
地
域
や
産
業
界
と連
携
・協
働
して
、経
営
者
を含
む
地
域
や
産
業

界
の
人
材
育
成
ニー
ズ
を踏
まえ
た
リカ
レン
ト教
育
プ
ログ
ラム
を
開
発
し、
リカ
レ
ント
教

育
に
よる
産
学
官
連
携
プラ
ット
フォ
ー
ム
や
、産
学
連
携
の
協
働
体
制
の
構
築
を
促
進
し、

産
業
界
・個
人
・大
学
に
よる
リカ
レン
ト教
育
エコ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
の
支
援
す
る
。

②
専
門
職
業
人
材
の
最
新
技
能
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
の
た
め
の
専
修
学
校
リ
カ
レ
ン
ト

教
育
（
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
）
推
進
事
業

：
4

0
2
百
万
円
（

4
0

2
百
万
円
）

・専
修
学
校
の
教
育
分
野

8分
野
に
お
い
て
企
業
や
各
業
界
と連
携
しプ
ログ
ラム
を

開
発
・提
供
。

③
放
送
大
学
学
園
補
助
金
：

7
,5

7
0
百
万
円
（

7
,3

0
1
百
万
円
）

・放
送
大
学
学
園
次
世
代
教
育
研
究
開
発
セ
ン
ター
に
お
け
る
リカ
レン
ト教
育
及
び

  リ
・ス
キ
リン
グ
の
推
進
等
。

④
大
学
等
に
お
け
る
価
値
創
造
人
材
育
成
拠
点
の
形
成
：

7
6
百
万
円
（

7
6
百
万
円
）

・社
会
人
を対
象
に
、デ
ザ
イン
思
考
・ア
ー
ト思
考
の
養
成
、分
野
横
断
型
の
学
修
を
経
て
、

創
造
的
な
発
想
をビ
ジ
ネ
ス
に
つ
な
ぐ教
育
プロ
グ
ラム
の
開
発
及
び
拠
点
の
形
成
。

＜
社
会
人
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
の
一
部
と
し
て
い
る
予
算
事
業
＞

⑥
地
域
活
性
化
人
材
育
成
事
業
：

7
9

8
百
万
円
の
内
数
（

8
7

8
百
万
円
の
内
数
）

・学
部
等
の
再
編
を目
指
す
取
組
、大
学
間
の
高
度
な
連
携
等
を通
じ、
地
域
資
源
を
結
集
し

 た
プロ
グ
ラム
を
構
築
し、
イノ
ベ
ー
シ
ョン
を
担
う人
材
を
育
成
（
取
組
の
一
部
に
社
会
人
等
を

対
象
とし
た
履
修
証
明
プ
ログ
ラム
を
含
む
）
。

※
この
ほ
か
、国
立
大
学
や
私
立
大
学
等
の
基
盤
的
経
費
の
算
定
に
お
い
て
、社
会
人
の
受

入
れ
状
況
や
組
織
的
な
受
入
れ
促
進
の
取
組
状
況
が
考
慮
され
て
い
る
。

☆
大
学
・専
修
学
校
の
実
践
的
短
期
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
文
部
科
学
大
臣
認
定
の
充
実
（
非
予
算
）

•
大
学
・大
学
院
「職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム
」(

BP
) 
及
び
専
修
学
校
「キ
ャリ
ア
形
成
促
進
プ
ログ
ラム
」

⇒
受
講
者
の
学
習
機
会
の
拡
充
や
学
習
費
用
の
軽
減
に
つ
な
が
る
よ
う、
認
定
講
座
を
さら
に
充
実
。

職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム

: 
17

3大
学
等
、3

97
課
程
（
令
和

6年
5月
時
点
）

キ
ャリ
ア
形
成
促
進
プ
ログ
ラム
：

17
校
、2

3課
程
（
令
和
５
年

12
月
時
点
）

⑤
女
性
の
多
様
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
に
寄
り
添
う
学
び
と
社
会
参
画
支
援
事
業

：
2

4
百
万
円
（

19
百
万
円
）

・女
性
の
キ
ャリ
アア
ップ
・キ
ャリ
アチ
ェン
ジ
に
向
け
た
学
び
直
しや
キ
ャリ
ア形
成
等
の
総
合
的

支
援
。

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）

社
会
人
の
学
び
の
情
報
ア
ク
セ
ス
改
善
に
向
け
た
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「マ
ナ
パ
ス
」の
改
良
・充
実
：

11
3百
万
円
（

30
百
万
円
）

・社
会
人
の
学
び
を応
援
す
る
ポ
ー
タル
サ
イト
「マ
ナ
パ
ス
」の
機
能
強
化
や
コン
テ
ンツ
拡
充
に
取
り組
み
、大
学
等
に
お
け
る
社
会
人
向
け
講
座
情
報
や
受
講
に
あ
た
って
活
用
で
きる
経

済
的
支
援
の
情
報
、実
際
の
学
習
成
果
・ロ
ー
ル
モデ
ル
等
の
情
報
発
信
を強
化
す
る
とと
も
に
、学
習
歴
の
可
視
化
・キ
ャリ
アア
ップ
へ
の
活
用
等
を促
進
。
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リ
カ
レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
構
築
支
援
事
業

➢
労
働
人
口
の
減
少
は
不
可
避
で
あ
る
中
、労
働
生
産
性
の
向
上
は
国
家
的
課
題
で

あ
り、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
取
り
組
む
こ
と
が
不
可
欠

   
  ※
仕
事
関
連
の
成
人
学
習
参
加
率
が
高
い
国
ほ
ど、
労
働
生
産
性
が
高
い
傾
向
に
あ
る
が
、

我
が
国
で
は
企
業
の

O
JT
以
外
の
人
材
投
資
は
諸
外
国
と比
べ
て
低
い
。さ
らに
社
外
学

習
・自
己
啓
発
を
行
って
い
な
い
個
人
の
割
合
が
諸
外
国
よ
りも
高
い
。

➢
VU

CA
の
時
代
に
あ
って
真
に
必
要
とさ
れ
る
ス
キ
ル
は
、資
格
や
検
定
で
は
な
く「
分
野

横
断
的
知
識
・能
力
」「
理
論
と
実
践
の
融
合
」「
分
析
的
思
考
」等
※
で
あ
り、
リカ
レ

ント
教
育
を大
学
等
の
責
務
とし
て
行
う必
要

※
経
団
連
産
学
協
議
会

20
22
年
報
告
／
世
界
経
済
フォ
ー
ラム
「仕
事
の
未
来

20
20
」

   
 ※
これ
らの
能
力
は
職
業
上
も
活
用
可
能
性
が
高
く、
大
学
等
で
の
育
成
が
期
待
され
る
高
度

な
リ・
ス
キ
リン
グ
で
あ
り、
リカ
レ
ント
教
育
の
一
部
と捉
え
る
。

➢
地
域
が
少
子
高
齢
化
社
会
を
乗
り越
え
持
続
的
に
発
展
す
る
た
め
に
は
、地
域
の
人

材
ニー
ズ
を踏
ま
え
た
人
材
育
成
と併
せ
て
、経
営
者
等
へ
の
リ・
ス
キ
リン
グ
を実
施
す

る
な
ど、
産
学
官
連
携
に
よ
る
地
域
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
し
、

地
方
創
生
人
材
の
輩
出
を
強
化

背
景
・課
題

⚫
支
援
メ
ニ
ュ
ー
（
補
助
金
）

①
産
学
官
連
携
を
通
じ
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
支
援

（
5
千
万

×
2

5
か
所
）
【5
年
間
】

②
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
よ
る
新
時
代
の
産
学
協
働
体
制
構
築
支
援

（
5
千
万

×
1

8
か
所
）
【5
年
間
】

⚫
支
援
対
象

・産
学
官
等
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
や
協
働
体
制
を
構
築
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を

実
施
す
る
た
め
に
組
織
再
編
等
を
実
施
す
る
大
学
等

⚫
支
援
内
容

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
構
築
経
費
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
人
件
費
、
外
部
講
師
等
へ
の
謝
金
等

事
業
内
容

・日
本
社
会
、地
域
社
会
の
持
続
的
発
展
に
向
け
て
、大
学
等
が
地
域
や
産
業
界
と連
携
・協
働
して
、経
営
者
を含
む
地
域
や
産
業
界
の
人
材
育
成
ニー
ズ

を
踏
まえ
た
リカ
レ
ント
教
育
プロ
グ
ラム
を
開
発
し、
リカ
レン
ト教
育
に
よる
産
学
官
連
携
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
や
、産
学
連
携
の
協
働
体
制
の
構
築
を
促
進
し、
産
業

界
・個
人
・大
学
等
に
よ
るリ
カレ
ント
教
育
エ
コシ
ス
テ
ム
の
構
築
を推
進

【事
業
ス
キ
ー
ム
】

文
部
科
学
省

民
間
事
業
者
等

経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
（
骨
太
の
方
針
）

2
0

2
4
（
令
和

6
年

6
月

2
1
日
閣
議
決
定
）

１
（
２
）
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革

地
域
の
産
学
官
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
活
用
し
た
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
対
象
に
経
営
者
を
追
加
し
、

2
0

2
9
年
ま
で
に
、
約

5
,0

0
0
人
の
経
営
者
等
の
能
力
構
築
に
取
り
組
む
。
大
学
と
業
界
が
連
携
し
て
、
最
先
端
の
知
識
や
戦
略
的
思
考
を

身
に
付
け
る
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
創
設
し
、

2
0

2
5
年
度
中
に
、
約

3
,0

0
0
人
が
参
加
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

３
（
４
）
科
学
技
術
の
振
興
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
に
向
け
た
地
域
や
産
業
界
の
学
び
直
し
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
つ
つ
、
産
業
界
・個
人
・教
育
機
関
に
よ

る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
創
出
に
向
け
た
取
組
を
加
速
す
る
。

新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0

2
4
改
訂
版
（
令
和

6
年

6
月

2
1
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
．
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
早
期
実
行

（
３
）
③
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

企
業
成
長
や
労
働
移
動
に
つ
な
が
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
産
学
協
働
体
制
で
開
発
す
る
と
と
も
に
、
産
学
官
連
携
で
地

域
の
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
す
る
。

産
業
界
・企
業
等

大
学
等

伴
走
支
援

地
方
公
共
団
体

【補
助
金
】

【委
託
費
】

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額
（
新
規
）

2,
57

0百
万
円
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「
三
す
く
み
」
か
ら
「
三
方
よ
し
」
の
好
循
環
へ

企
業
・団
体

大
学
・大
学
院
等

社
会
人

・
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
教
育

・
社
会
人
同
士
が
業
種
を
超
え
て
学
び
あ
う
｢場
｣

・
安
定
収
入
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上

・
関
心
の
あ
る
こ
と
を
学
び
、
仕
事
へ
還
元

・
働
き
な
が
ら
学
ぶ
こ
と
で
成
長
を
実
感

成
長
の
好
循
環
＝
リカ
レ
ント
教
育
エ
コシ
ス
テ
ム

・
意
欲
あ
る
社
員
に
よ
る
業
績
向
上

・
成
長
機
会
の
あ
る
企
業
へ
人
材
と
投
資
が
集
ま
る

・
外
部
委
託
の
コ
ス
ト
を
社
内
人
材
へ
の
投
資
に
転
換

・
人
生
1
0
0
年
時
代
の
働
き
方
、
生
き
方
の
実
現

①
産
学
官
連
携
を
通
じ
た

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
支
援
（
25
か
所
）

・
地
域
の
産
・
学
・
官
が
一
体
と
な
っ
た
「
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
を

構
築
し
、
地
域
の
産
業
ニ
ー
ズ
と
大
学
資
源
を
マ
ッ
チ
ン
グ

官
産

大
学

金
都
道
府
県

市
区
町
村

労
働
局

経
済
産
業
局

地
元
企
業

商
工
会
議
所

経
済
団
体

業
界
団
体

地
方
金
融

機
関

「
産
業
成
長
に
直
結
す
る
」
「
高
等
教
育
機
関
に
し
か
で
き
な
い
」

リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
通
じ
企
業
・
個
人
・
大
学
等
の
成
長
エ
コ
シ
ス
テ
ム
を
構
築

②
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
よ
る

新
時
代
の
産
学
協
働
体
制
構
築
事
業
（
1
8
か
所
）

経
営
の
プ
ロ

S
C
M
の
プ
ロ

（
ｻ
ﾌ
ﾟﾗ
ｲ
ﾁ
ｪｰ
ﾝ
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞﾒ
ﾝ
ﾄ)

G
X
の
プ
ロ

産
業
界
共
通
の
ニ
ー
ズ

業
界
固
有
ニ
ー
ズ

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

グ
リ
ー
ン
ケ
ミ
カ
ル

構
造
転
換
ニ
ー
ズ

余
剰
人
員
の
円
滑
な

労
働
移
動
を
支
援

（
共
通
）
各
分
野
に
お
け
る

D
X
ス
キ
ル

半
導
体

地
方
向
け

産
業
界
向
け
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⚫
大
学
等
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
修
成
果
に
関
す
る
情
報
が
不
足
して
い
る
こと
が
学
び
直
しに
お
け
る

大
きな
課
題
とな
って
い
る
。

⚫
産
業
界
か
らも
、大
学
等
に
お
け
る
リカ
レ
ン
ト教
育
プ
ログ
ラム
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
や
企
業
側
の
ニ
ー

ズ
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
が
求
め
られ
て
い
る
。

社
会
人
の
学
び
の
情
報
ア
ク
セ
ス
改
善
に
向
け
た

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「マ
ナ
パ
ス
」の
改
良
・充
実

令
和
７
年
度
要
求
・要
望
額

11
3百
万
円

(前
年
度
予
算
額

30
百
万
円

)

事
業
を
実
施
す
る
背
景

サ
イ
ト
イ
メ
ー
ジ

事
業
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）

産
性
の
向
上
に
寄
与
。 

✓
学
習
に
よっ
て
得
られ
る
成
果
や
学
習
歴
を可
視
化
す
ると
とも
に
、オ
ンラ
イン
コ 

ミュ
ニテ
ィを
通
じて
学
ぶ
仲
間
と切
磋
琢
磨
す
る
こと
で
、自
律
的
キ
ャリ
ア形
成

 
の
意
識
向
上
や
、労
働
移
動
の
円
滑
化

に
も

寄
与

。 

✓
学
び
に
関
す
る
情
報
取
得
を円
滑
化
す
る
こと
で
、個
人
の
学
び
直
し及
び
企
業

の
人
材
育
成
を促
進
し、
時
代
の
変
化
に
対
応
で
きる
人
材
の
輩
出
や
労
働
生

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0

2
3
改
訂
版
」（
令
和
５
年

6
月

1
6
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
人
へ
の
投
資
・構
造
的
賃
上
げ
と
「三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
指
針
」

（
４
）
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
に
よ
る
能
力
向
上
支
援

•
業
種
・企
業
を問
わ
ず
個
人
が
習
得
した
ス
キ
ル
の
履
歴
の
可
視
化
を
可
能
とす
る
一
助
とし
て
、デ
ジ
タル
上
で
の
資
格

情
報
の
認
証
・表
示
の
仕
組
み
（
オ
ー
プン
バ
ッジ
）
の
活
用
の
推
奨
を図
る
。

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0

2
4
改
訂
版
」（
令
和

6
年

6
月

2
1
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
．
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
早
期
実
行

（
２
）
労
働
移
動
の
円
滑
化

個
人
の
デ
ジ
タル
ス
キ
ル
情
報
の
蓄
積
・可
視
化
を通
じて
デ
ジ
タル
技
術
に
つ
い
て
の
継
続
的
な
学
び
を実
現
す
る
とと
も
に
、

ス
キ
ル
情
報
を広
く労
働
市
場
で
活
用
す
る
た
め
の
仕
組
み
を検
討
す
る
。

社
会
人
の
大
学
等
に
お
け
る
学
び
を応
援
す
る
サ
イト
「マ
ナ
パ
ス
」の
機
能
拡
充
・利
用
者
増
加
を図
る
。

※
令
和
２
年
度
か
ら機
能
改
善
を図
りな
が
ら継
続
的
に
運
用

⚫
サ
イ
ト
連
携
の
強
化
：
講
座
情
報
を掲
載
す
る
大
学
等
の
外
部
サ
イト
と連
携
す
る
こと
で
掲
載
・更
新
作
業

の
自
動
化
を図
り、
検
索
機
能
の
質
向
上
を目
指
す
。

⚫
動
画
コ
ン
テ
ン
ツ
の
拡
充
：
講
座
導
入
部
分
や
受
講
成
果
等
を
動
画
コ
ン
テ
ン
ツ
とし
て
定
期
的
に
発
信
。

⚫
レ
コ
メ
ン
ド
機
能
の
開
発
：

AI
チ
ャッ
トボ
ット
を組
み
込
み
、入
力
情
報
を分
析
して
個
人
の
関
心
に
応
じた

適
切
な
お
す
す
め
講
座
を
プ
ッ
シ
ュ
型
で
通
知
。

⚫
社
会
人
の
学
び
に
役
立
つ
情
報
発
信
：
教
育
訓
練
給
付
等
の
経
済
的
支
援
に
関
す
る
情
報
や
最
新
の
開

発
プロ
グ
ラム
等
に
関
す
る
特
集
記
事
や
、学
び
の
ロー
ル
モ
デ
ル
を見
つ
け
る
た
め
の
修
了
生
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
等

を定
期
的
に
発
信
。企
業
向
け
の
コ
ン
テ
ン
ツ
を
含
め
、
一
層
の
充
実
・更
新
を予
定
。

⚫
広
報
・周
知
：

w
eb
広
告
等
を
活
用
して
「マ
ナ
パ
ス
」や
大
学
等
を
活
用
し
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
必
要
性
・

有
用
性
を
普
及
啓
発
。

【実
施
主
体
：
民
間
企
業
等

1
箇
所

×
1

.1
億
円
】

実
施
内
容

※
令
和
６
年
度
中
に
、U

I（
ユ
ー
ザ
ー
イン
ター
フェ
ー
ス
）
改
善
を目
的
とし

た
サ
イト
リニ
ュー
アル
を予
定
。

＜
講
座
検
索
（
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
）
＞

＜
会
員
向
け
マ
イ
ペ
ー
ジ
＞

（
総

合
教

育
政

策
局

生
涯

学
習

推
進

課
）
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◆
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

B
P
）
認
定
制
度
に
つ
い
て
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趣
 旨「職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

B
P

)認
定
制
度
」に
関
す
る
厚
生
労
働
省
と
の
連
携

〇
職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム
（
B
P
)の
うち
、一
定
の
基
準
を
満
た
し厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
を
受
け
た
講
座
に
つ
い
て
は
、1

2
0
時
間
以
上
の
プ
ログ

ラム
は
専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
金
、6

0
時
間
以
上
1
2
0
時
間
未
満
の
短
期
プロ
グ
ラム
は
特
定
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
支
給
対
象
。

＊
専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
金
は
受
講
費
用
の
最
大
8
割
、特
定
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
は
最
大
5
割
を
支
給
（
＝
受
講
者
へ
の
支
援
）

〇
職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム
（
B
P
)の
うち
、厚
生
労
働
省
が
定
め
る
一
定
の
要
件
を
満
た
した
講
座
を
人
材
開
発
支
援
助
成
金
の
対
象
とし
、

訓
練
経
費
や
訓
練
期
間
中
の
賃
金
の
一
部
等
を
助
成
して
い
る
（
＝
企
業
へ
の
支
援
）
。

受
講
者
（
社
会
人
）
へ
の
支
援

教
育
訓
練
給
付
制
度
と
の
連
携

〇
人
材
開
発
支
援
助
成
金
は
、
事
業
主
等
が
雇
用
す
る
労
働
者
に

対
し
て
、
職
務
に
関
連
し
た
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得

さ
せ
る
た
め
の
職
業
訓
練
等
を
計
画
に
沿
っ
て
実
施
し
た
場
合

等
に
、
訓
練
経
費
や
訓
練
期
間
中
の
賃
金
の
一
部
等
を
助
成
す

る
制
度
。

○
「人
へ
の
投
資
促
進
コー
ス
」に
お
い
て
大
学
で
行
わ
れ
る
高
度
な
デ
ジ

タル
分
野
の
訓
練
や
、大
学
院
で
行
わ
れ
る
訓
練
を
高
助
成
率
で
支

給
。（
最
大

75
％
。各
種
要
件
を
満
た
した
場
合
に
助
成
）

企
業
へ
の
支
援

人
材
開
発
支
援
助
成
金
と
の
連
携

専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
対
象
講
座
の
う
ち
21
4講
座
、
特
定
一
般
教

育
訓
練
給
付
対
象
講
座
の
う
ち
40
講
座
が
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ

ラ
ム
（
B
P
）
の
認
定
課
程
と
な
っ
て
い
る
。
（
令
和
６
年
1
0
月
時
点
）

企
業
が
大
学
に
お
け
る
リカ
レ
ント
教
育
へ
従
業
員
を
派
遣
す
る
こと
も
考
え
ら

れ
る
た
め
、企
業
に
対
して
、職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム
（

BP
)と
あ
わ

せ
て
人
材
開
発
支
援
助
成
金
の
活
用
に
つ
い
て
積
極
的
に
周
知
い
た
だ
き

た
い
。

〇
教
育
訓
練
給
付
は
、在
職
中
又
は
離
職
後

1年
以
内
（
出
産
・育
児
等

で
対
象
期
間
が
延
長
され
た
場
合
は
最
大

20
年
以
内
）
に
教
育
訓
練
を

受
け
る
場
合
に
、訓
練
内
容
（
専
門
実
践
教
育
訓
練
、特
定
一
般
教
育

訓
練
、一
般
教
育
訓
練
）
に
応
じて
、受
講
費
用
の
一
定
割
合
を支
給
す

る
制
度
。

（
専
門
実
践
教
育
訓
練
を
受
け
る
場
合
）

・
受
講
費
用
の

50
%
（
年
間
上
限

40
万
円
）
が
訓
練
受
講
中
６
か
月
ご

とに
支
給
。

・
①
資
格
取
得
等
を
し、
か
つ
訓
練
修
了
後
１
年
以
内
に
雇
用
保
険
の
被
保

険
者
とし
て
雇
用
され
た
場
合
は
、受
講
費
用
の

20
%
（
年
間
上
限

16
万
円
）
が
追
加
で
支
給
。

・
②
訓
練
前
後
で
賃
金
が

5％
上
昇
した
場
合
は
、受
講
費
用
の

10
％
（
年

間
上
限

8万
円
）
が
追
加
で
支
給
。（
※
①
の
給
付
を
前
提
とす
る
）

（
特
定
一
般
教
育
訓
練
を
受
け
る
場
合
）

・
受
講
費
用
の

40
%
（
上
限

20
万
円
）
が
訓
練
修
了
後
に
支
給
。

・
資
格
取
得
等
を
し、
か
つ
訓
練
修
了
後
１
年
以
内
に
雇
用
保
険
の
被
保
険

者
とし
て
雇
用
され
た
場
合
は
、受
講
費
用
の

10
%
（
年
間
上
限

5万
円
）
が
追
加
で
支
給
。

給
付
の
内
容

10　　
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◆
専
修
学
校
振
興
の
取
組
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大
学
卒

4
.2
%

短
大
卒

0
.8
%

高
専
卒

0
.1
%

高
卒
等

9
4
.9
%

1
6
.4
%

8
3
.6
%

7
.3
%

9
2
.7
%

7
.0
%

9
3
.0
%

専
修
学
校
に
お
け
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
現
状

⚫
専
修
学
校
に
お
け
る
社
会
人
の
受
入
人
数
は
、専
修
学
校
全
体
で
約

4.
7万
人
。う
ち
高
等
専
修
学
校
で
約

6千
人
。専
門
学
校
で
約

4.
1万
人
。

⚫
専
門
学
校
に
入
学
す
る
者
の
うち
約

1.
4万
人
（
約

5.
1%
）
が
大
学
・短
大
・高
専
の
卒
業
者
で
あ
る
。

⚫
資
格
取
得
後
に
追
加
の
学
修
を
行
うこ
とに
よ
り、
学
び
直
しや
学
び
の
継
続
が
な
され
て
い
る
事
例
も
存
在
す
る
。

出
典
：
文
部
科
学
省
調
べ
（
回
答
率

87
%

)
※
社
会
人
は
、現
に
職
に
就
い
て
い
る
者
（
給
料
、賃
金
、

報
酬
、そ
の
他
の
経
常
的
な
収
入
を
得
る
仕
事
に
就
い
て
い
る

者
）
、給
料
、賃
金
、報
酬
、そ
の
他
の
経
常
的
な
収
入
を

得
る
仕
事
か
ら既
に
退
職
した
者
、主
婦
・主
夫
を
い
う。

●
学
び
直
し
／
学
び
の
継
続
の
事
例

看
護
師
養
成
課
程

（
３
年
制
）

助
産
師
養
成
課
程

（
１
年
制
）

（
看
護
師
・助
産
師
養
成
施
設
の
例
）

看
護
師
試
験
受
験
・

国
家
資
格
取
得

看
護
師
資
格
保
有

が
入
学
要
件

（
修
了
）

助
産
師
試
験
受
験
・

国
家
資
格
取
得

（
自
動
車
整
備
士
養
成
施
設
の
例
）

●
社
会
人
※
在
籍
率
（
令
和
３
年
度
）

（
専
修
学
校
）

（
高
等
専
修
学
校
）

（
専
門
学
校
）

専
修
学
校

うち
高
等
課
程

（
高
等
専
修
学
校
）

うち
専
門
課
程

（
専
門
学
校
）

総
数

64
1,

14
0人

34
,4

93
人

58
6,

17
9人

うち
社
会
人

46
,8

87
人

5,
66

2人
41

,0
22
人

●
専
門
課
程
入
学
者
の
う
ち
大
学
等
卒
業
者
（
令
和
３
年
度
）

（
専
門
学
校
）

総
計

大
学
卒

短
大
卒

高
専
卒

高
卒
等

27
3,

46
2人

11
,5

05 人
2,

31
2人

20
0人

25
9,

44
5人

出
典
：
令
和
３
年
度
学
校
基
本
統
計

２
級
自
動
車
整
備
士

養
成
課
程

（
２
年
制
）

１
級
自
動
車
整
備
士

養
成
課
程

（
２
年
制
）

２
級
自
動
車
整
備
士

受
験
・国
家
資
格
取
得

２
級
自
動
車
整
備
士

資
格
保
有
が
入
学
要
件

（
修
了
）

１
級
自
動
車
整
備
士

受
験
・国
家
資
格
取
得

- 87 -



4
.9
%

5
.2
%

5
.5
%

5
.5
%

5
.8
%

5
.6
%

5
.6
%

5
.5
%

5
.7
%

6
.4
%

7
.3
%

7
.0
%

6
.7
%

6
.2
%

6
.0
%

5
.4
%

5
.2
%

4
.9
%

4
.5
%

4
.2
%

4
.0
%

4
.2
%

4
.5
%

3
.0
%

2
.7
%

2
.3
%

2
.0
%

1
.9
%

1
.8
%

1
.8
%

1
.7
%

1
.8
%

1
.8
%

1
.8
%

1
.6
%

1
.5
%

1
.3
%

1
.2
%

1
.2
%

1
.1
%

1
.1
%

1
.0
%

0
.9
%

0
.8
%

0
.8
%

0
.9
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.3
%

0
.1
%

0
.2
%

0
.2
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.1
%

0
.0
4
%

8
.0
%

8
.0
%

8
.0
%

7
.7
%

7
.8
%

7
.6
%

7
.5
%

7
.4
%

7
.8
%

8
.3
%

9
.3
%

8
.8
%

8
.3
%

7
.6
%

7
.2
%

6
.7
%

6
.4
%

6
.0
%

5
.5
%

5
.1
%

4
.8
%

5
.1
%

5
.4
%

4
.7
%

5
.2
%

5
.4
%

5
.1
%

4
.6
%

4
.3
%

4
.1
%

3
.8
%

4
.1
%

5
.2
%

4
.9
%

4
.5
%

4
.3
%

3
.9
%

3
.5
%

3
.3
%

3
.0
%

2
.7
%

2
.4
%

2
.3
%

2
.9
%

2
.8
%

2
.6
%

0
.6
2
 

0
.5
6
 

0
.5
6
 

0
.6
9
 

0
.8
6
 

0
.9
8
 

1
.0
6
 

1
.0
2
 

0
.7
7
 

0
.4
5
 

0
.5
6
 

0
.6
8
 

0
.8
2
 

0
.9
7
 

1
.1
1
 

1
.2
3
 

1
.3
9
 

1
.5
4
 

1
.6
2
 

1
.5
5
 

1
.1
0
 

1
.1
6
 

1
.3
1
 

0
.0
0

1
.0
0

2
.0
0

3
.0
0

4
.0
0

5
.0
0

6
.0
0

0
.0
%

1
.0
%

2
.0
%

3
.0
%

4
.0
%

5
.0
%

6
.0
%

7
.0
%

8
.0
%

9
.0
%

1
0
.0
%

大
学
卒
業
者
割
合

短
期
大
学
卒
業
者
割
合

高
等
専
門
学
校
卒
業
者
割
合

完
全
失
業
率

有
効
求
人
倍
率

出
典
：
文
部
科
学
省
「学
校
基
本
調
査
」、
総
務
省
「労
働
力
調
査
」、
厚
生
労
働
省
「職
業
安
定
業
務
統
計
」 

割 合 （ ％ ）

有 効 求 人 倍 率 （ 倍 ）

専
門
課
程
の
入
学
者
の
う
ち
、
大
卒
者
等
の
占
め
る
割
合
の
推
移
（
完
全
失
業
率
・有
効
求
人
倍
率
と
の
比
較
）

⚫
専
門
課
程
の
入
学
者
の
うち
、大
卒
者
等
の
占
め
る
割
合
は
、い
わ
ゆ
るリ
ー
マン
シ
ョッ
ク後
に
大
きく
伸
び
た
後
、完
全
失
業
率
の
低
下
（
有
効
求
人
倍

率
の
上
昇
）
に
伴
い
、総
じて
低
下
して
きた
。

⚫
近
年
（
令
和
２
年
度
以
降
）
、こ
の
割
合
の
増
加
が
見
られ
る
。こ
れ
は
、コ
ロナ
禍
を経
た
学
び
直
し需
要
の
変
化
や
リカ
レン
ト教
育
や
リス
キ
リン
グ
に
関

す
る
求
め
の
高
ま
りが
あ
る
とも
考
え
られ
る
。
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15

人
口
減
少
地
域
の
職
業
人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
専
修
学
校
振
興
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
「専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人
材
養
成
事
業
」の
メ
ニ
ュ
ー
と
し
て
実
施
）

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

50
6百
万
円

（
新

規
）

事
業
内
容

現
状
・

課
題

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

15
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課

%
%

◆
人
口
減
少
地
域
の
職
業
人
材
を
確
保
す
る
た
め

の
専
修
学
校
の
教
育
モデ
ル
⇒
１
８
か
所

開
発
し
た
カリ
キ
ュラ
ム
等
を
活
用
し
、全
国
の
専
修
学
校
が

自
らの
教
育
カリ
キ
ュラ
ム
を改
編
・充
実
。

社
会
の
変
化
に
応
じた
再
編
等
の
推
進
とと
も
に
、教
育

の
質
が
確
保
され
た
専
門
学
校
の
増
。地
域
や
産
業
の

ニー
ズ
に
応
じた
職
業
人
材
を確
保
。

①
18
歳
人
口
の
減
少
と地
域
格
差
の
拡
大

②
地
元
以
外
へ
の
進
学
理
由

③
専
門
学
校
入
学
に
伴
う県
外
流
出

※
リク
ル
ー
ト「
高
校
生
の
進
路
選
択
に
関
す
る
調
査
（
進
学
セ
ンサ
ス
）

20
22
」よ
り

※
リク
ル
ー
ト進
学
総
研
マ
ー
ケ
ット
リポ
ー
ト2

02
3、
リク
ル
ー
トワ
ー
クス
研
究
所
未
来
予
測

20
40
よ
り

高
校
生
が
地
元
以
外
の
学
校
に
進
学
す
る
理
由
は
、行
き
た
い

学
校
や
学
び
た
い
分
野
を
学
べ
る
学
校
が
地
元
に
な
い
か
ら。

➣
割
合
とし
て
、大
都
市
圏
は
低
く、
それ
以
外
の
地
域
が
高
い
。

➣
地
域
で
格
差
。東
京
や
愛
知
、福
岡
を
除
い
て
地
元
残
留
率
が
低
く、
人
口
減
少
率
が
高
い
。

①
人
口
減
少
地
域
の
職
業
人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
専
修
学
校
の
教
育
モ
デ
ル
開
発

(1
)地
域
活
性
化
型

件
数
・単
価
：
８
分
野

×
２
か
所

×
約
２
５
百
万
円

［
地
域
に
「学
び
た
い
内
容
」を
維
持
す
る
取
組
］

 ○
AI
や
遠
隔
授
業
、成
績
評
価
の

DX
等
を活
用
し、
離
島
や
人
口
減
少
地
域
に
お
け
る
、教
員
不
足
へ
の

対
応
と教
育
の
質
の
向
上
を図
る
モデ
ル

 ○
看
護
等
、エ
ッセ
ンシ
ャル
ワー
カー
とし
て
の
人
材
需
要
と確
か
な
職
業
教
育
の
実
績
が
あ
る
に
も関
わ
らず

地
域
で
失
わ
れ
つ
つ
あ
る学
校
に
つ
い
て
、専
攻
科
の
設
置
や
大
学
編
入
学
も含
め
、魅
力
向
上
を図
り地

域
の
職
業
人
材
育
成
の
砦
とし
て
生
き残
りを
図
る
モデ
ル

［
1

8
歳
以
外
を
積
極
的
に
取
り
込
む
取
組
］

 ○
特
別
な
支
援
が
必
要
な
者
を受
け
入
れ
、資
格
取
得
等
を通
じて
、地
域
で
の
活
躍
を図
る
モデ
ル

 ○
企
業
の
現
職
研
修
の
受
け
入
れ
に
より
、人
手
不
足
産
業
へ
人
材
供
給
す
る
モデ
ル

 ○
就
職
支
援
（
求
人
票
等
）
の

DX
等
に
より
、学
校
事
務
の
負
担
軽
減
や
違
法
求
人
の
排
除
とと
も
に
、

早
期
離
職
した
卒
業
生
を含
め
た
地
域
の
人
材
循
環
を目
指
す
モデ
ル

(2
)国
家
戦
略
付
随
型

件
数
・単
価
：
２
か
所

×
約
２
５
百
万
円

○
大
規
模
企
業
誘
致
（
半
導
体
等
）
に
成
功
した
地
域
に
お
け
る
カリ
キ
ュラ
ム
開
発

 ○
国
家
的
な
戦
略
（
クリ
エー
ター
人
材
、伝
統
文
化
人
材
育
成
等
）
へ
対
応
す
る
カリ
キ
ュラ
ム
開
発

【想
定
され
る
経
費
の
用
途
】

○
課
題
整
理
や
進
捗
管
理
、関
係
者
間
の
全
体
調
整
等
の
コー
デ
ィネ
ー
ト経
費

○
地
域
や
学
習
者
に
お
け
る
ニー
ズ
調
査
、先
行
事
例
調
査
等
を行
うた
め
の
経
費

○
地
域
の
企
業
等
と連
携
、A

I技
術
等
を取
り入
れ
た
実
習
を行
うた
め
の
経
費

○
成
績
評
価
や
就
職
支
援
業
務
等
の

DX
、省
力
化
と質
向
上
を図
るた
め
の
経
費

等

②
分
野
横
断
連
絡
調
整
会
議
の
実
施

件
数
・単
価
：
１
か
所

×
約
２
９
百
万
円

③
人
口
減
少
地
域
の
職
業
人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
専
修
学
校
の
教
育
モ
デ
ル
に
係
る
調
査
研
究

件
数
・単
価
：
１
か
所

×
約
２
１
百
万
円

➣
社
会
的
移
動
と出
生
数
の
低
下
に
よ
り、

18
歳
人
口
が
減
少
。

➣
生
活
に
必
要
な
サ
ー
ビス
の
維
持
が
困
難
とな
る
地
域
が
多
数
（
千
葉
・東
京
・神
奈
川
・大
阪
・福
岡
以
外
）
。

専
門
学
校
入
学
者

21
万

3千
人
の
うち
他
県
出
身

➣
その
中
で
も
東
京
・大
阪
・福
岡
の
専
門
学
校
に

入
学
した
者
（
他
県
か
ら流
出
した
者
）
は

4万
4千
人
と流
入
の

7割
を
占
め
る
。

者
は

6万
5千
人
。

充
足
率

(％
)＝
労
働
供
給
推
計
量

÷
労
働
需
要
推
計
量

×
10

0。
充
足
率
が

96
.0

%
以
上
は
「充
足
」と
表
記
。

希
望
の
進
学
先
が
な
い
こと
で
地
域

か
ら流
出
す
る
者
を減
少
させ
（
選
ば

れ
る
専
修
学
校
づ
くり
）
、地
域
に
お
け

る
生
活
サ
ー
ビス
の
維
持
・向
上
に
つ
な

げ
る
（
地
域
へ
の
貢
献
）
。東

京
・大
阪
・福
岡

4
4

,1
5

3
人

その
他
の
道
府
県

21
,3

16
人

出
身
者

自
県
出
身
者

海
外

の
専
門
学
校
に
入
学

の
専
門
学
校
に
入
学

他
県

※
文
部
科
学
省
調
べ

(2
02

3)

専
門
学
校
入
学
者
の

出
身
地 N=

21
2,

91
0人
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16

専
門
職
業
人
材
の
最
新
技
能
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
の
た
め
の
専
修
学
校
リ
カ
レ
ン
ト
教
育

（
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
）
推
進
事
業

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

40
2百
万
円

背
景
・

課
題

・各
職
業
分
野
に
お
い
て
、進
歩
著
しい
知
識
・技
術
の
ア
ップ
デ
ー
トに
よ
る
個
人
の
資
質
の
向
上
。

 （
例
）
自
動
車
整
備

×
 電
気
自
動
車
等
の
クリ
ー
ン技
術
、建
築

×
 ゼ
ロ・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
な
ど

・企
業
や
団
体
等
か
らの
推
薦
に
よ
り、
安
心
して
学
び
直
しに
取
り組
む
こと
が
可
能
に
。

事
業

概
要

専
修
学
校
と
企
業
・業
界
団
体
等
が
連
携
体
制
を
構
築
し、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
受
講
者
の
知
識
・

ス
キ
ル
を
最
新
の
も
の
に
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
で
き
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
コ
ン
テ
ン
ツ
を
作
成
す
る
とと
も
に
、企

業
・業
界
団
体
の
ニー
ズ
に
応
じた
カス
タマ
イズ
や
受
講
しや
す
い
環
境
構
築
等
に
よ
り、
多
くの
企
業
が
必

要
とす
る
リカ
レ
ント
教
育
を
提
供
す
る
こと
に
加
え
、 業
界
団
体
を
通
じ
て
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の
情
報
提
供
を

行
う
体
制
を
作
る
モ
デ
ル
を
構
築
し、
その
成
果
の
普
及
を
図
る
。

（
前
年
度
予
算
額

40
2百
万
円
）

専
門
職
業
人
材
の
最
新
知
識
・技
能
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

⚫
各
職
業
分
野
（
専
修
学
校
の
教
育
内
容

8分
野
）
に
お
い
て
、専
修
学
校

と
企
業
・業
界
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り、
最
新
の
知
識
・技
能
を
習
得
す

る
こ
と
が
で
き
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。

⚫
作
成
した
プ
ログ
ラム
に
つ
い
て
業
界
団
体
等
を
通
じて
情
報
提
供
を
行
い
、

各
企
業
や
団
体
か
ら専
修
学
校
で
の
リカ
レ
ン
ト教
育
講
座
等
が
安
定
的
・

持
続
的
に
活
用
され
る
よ
う体
制
を
構
築
。

⚫
上
記
取
組
を
モ
デ
ル
とし
、そ
の
効
果
の
検
証
・成
果
に
つ
い
て
普
及
・展
開
。

⚫
件
数
・単
価
：

16
分
野

×
23
百
万
円

⚫
事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

事
業
メ
ニ
ュ
ー

分
野
横
断
連
絡
調
整
会
議
の
実
施

⚫
各
取
組
の
進
捗
管
理
お
よ
び
連
絡
調
整
を
実
施
。

⚫
各
取
組
の
事
業
成
果
を
体
系
的
に
ま
とめ
、普
及
・定
着
方
策
を
検
討
。

⚫
リカ
レ
ン
ト教
育
関
連
の
動
向
や
各
職
業
分
野
に
関
す
る
最
新
知
識
・技
能

等
に
関
す
る
情
報
収
集
、プ
ログ
ラム
開
発
受
託
団
体
へ
の
提
案
等
。

⚫
件
数
・単
価
：
１
か
所

×
28
百
万
円

⚫
事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

（
数
値
に
つ
い
て
は
文
部
科
学
省
「専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト教
育
総
合
推
進
プ
ロジ
ェク
ト」
調
査
結
果
よ
り）

協
働
に
よ
りリ
カレ
ン
ト教
育
プ
ログ
ラム
を
開
発
・提
供

それ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
し、
課
題
を
解
決

＜
専
修
学
校
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

リカ
レ
ン
ト講
座
を
開
講
し
て
も
受
講
者
が
集
ま
らな

い
等
、事
業
とし
て
成
立
す
る
か
見
通
す
こと
が
困
難

【参
考
】リ
カレ
ント
講
座
の
実
施
に
際
して
の
課
題

・・
・社
会
人
等
の
生
徒
数
の
確
保
：

2
8

.5
％

企
業
・団
体

＜
専
修
学
校
と
の
連
携
に
よ
っ
て
解
決
さ
れ
る
こ
と
＞

•
専
修
学
校
が
持
つ
、受
講
者
の
レ
ベ
ル
や
ス
キ
ル
に

応
じ
た
教
育
や
学
習
成
果
等
の
評
価
等
に
関
す
る

ノ
ウ
ハ
ウ
の
提
供

専
修
学
校

＜
企
業
・業
界
団
体
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

業
界
ニ
ー
ズ
を
具
体
的
な
知
識
や
技
能
に
落
とし
込
み
、

それ
に
見
合
った
学
習
内
容
を
提
供
す
る
の
が
困
難

   
【参
考
】O

ff-
JT
を
実
施
す
る
うえ
で
の
課
題

・・
・身
に
着
け
させ
る
べ
き
知
識
・ス
キ
ル
の
特
定
：

3
2

.5
%

受
講
者
（
専
門
職
業
人
材
）

背
景 ・

課
題

○
社
会
の
変
化
が
激
しく
、か
つ
て
専
門
学
校
で
学
ん
だ
知
識
・技
能
だ
け
で

は
その
変
化
に
対
応
す
る
こと
は
困
難
。

○
企
業
で
は
社
員
に
対
し必
ず
しも
十
分
な
学
び
直
しの
時
間
を
確
保
す
る

こと
は
で
き
て
い
な
い
。

○
教
育
未
来
創
造
会
議
の
提
言
、骨
太
の
方
針
等
に
お
い
て
も
リカ
レ
ン
ト

教
育
の
推
進
が
求
め
られ
て
い
る
とこ
ろ。

事
業
イ
メ
ー
ジ

•
企
業
の
研
修
・学
び
直
し等
に
お
い
て
専
修
学
校
が
提
供

す
る
講
座
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
受
講
者
を

安
定
的
に
確
保

＜
企
業
・業
界
団
体
と
の
連
携
に
よ
っ
て
解
決
さ
れ
る
こ
と
＞

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標

)
ア
ウ
ト
カ
ム

(成
果
目
標

)
イ
ン
パ
ク
ト

(国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、
目
指
す
べ
き
姿

誰
も
が
一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
選
択
に
応
じて
必
要
とな

る
学
び
を
受
け
られ
る
機
会
の
充
実
を
図
る
。

開
発
し
た
モ
デ
ル
を
全
国
の
専
修
学
校
が
活
用
し
、各

学
校
に
お
い
て
リカ
レ
ント
教
育
講
座
を
開
講

•
各
職
業
分
野
ご
とに
職
業
専
門
人
材
が
学
び
直
し
に
よ
り最
新

知
識
・技
能
を
身
に
着
け
る
こと
が
可
能
とな
る
プ
ログ
ラム
に
つ
い

て
モ
デ
ル
開
発
⇒
８
分
野

×
2か
所
＝

16
か
所

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課1

6
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職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
へ
の
都
道
府
県
補
助
に
つ
い
て

・
３
５
都
道
府
県
で
職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
へ
の
補
助
を
実
施
。
(※
令
和
５
年
度
。
実
施
都
道
府
県
は
下
図
の
と
お
り
。
)

・
職
業
実
践
専
門
課
程
が
制
度
化
（
平
成
２
６
年
度
）
さ
れ
た
翌
年
度
以
降
、
毎
年
度
、
同
課
程
認
定
校
に
対
す
る
独
自
の
補
助
制
度
を
有
す
る
自
治

体
が
増
加
。

・
職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
に
係
る
追
加
的
な
経
費
へ
の
都
道
府
県
補
助
に
つ
い
て
、
令
和
４
年
度
か
ら
特
別
交
付
税
措
置
。

参
考
：
職
業
実
践
専
門
課
程
の
認
定
状
況

（
令
和
５
年
３
月
２
７
日
時
点
）

・
学
校
数
：
１
，
０
９
３
校

(４
０
．
２
％
)

・
学
科
数
：
３
，
１
６
５
学
科
(４
３
．
４
％
)

※
合
計
欄
の
（

）
内
の
数
字
は
全
専
門
学
校

数
（
2,
72
1校
）
、
修
業
年
限
２
年
以
上
の
全
学

科
数
（
7,
28
8学
科
）
に
占
め
る
割
合
。

職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
へ
の
都
道
府
県
補
助
に
つ
い
て

職
業
実
践
専
門
課
程
に
つ
い
て

専
門
学
校
の
う
ち
、
特
に
企
業
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
し
、
実
務
の
最
新
知
識
・
技
術
・
技
能
を
身
に
つ
け
ら
れ
る
よ
う
、

よ
り
実
践
的
な
職
業
教
育
に
取
り
組
ん
で
い
る
学
科
に
つ
い
て
、
平
成
２
６
年
度
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
「
職
業
実
践
専
門
課
程
」
と
し
て
認
定
。

（
北
海
道
、
秋
田
県
、
福
島
県
、
茨
城
県
、
栃
木
県
、
群
馬
県
、
埼
玉
県
、
東
京
都
、

神
奈
川
県
、
新
潟
県
、
富
山
県
、
山
梨
県
、
長
野
県
、
静
岡
県
、
愛
知
県
、
三
重
県
、

大
阪
府
、
兵
庫
県
、
奈
良
県
、
鳥
取
県
、
島
根
県
、
岡
山
県
、
広
島
県
、
山
口
県
、

徳
島
県
、
香
川
県
、
愛
媛
県
、
高
知
県
、
福
岡
県
、
佐
賀
県
、
長
崎
県
、
熊
本
県
、

大
分
県
、
鹿
児
島
県
、
沖
縄
県
）

職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
へ
の

補
助
を
行
っ
て
い
る
都
道
府
県
数

（
令
和
５
年
12
月
時
点
）

令
和
３
年
度
：
19
都
府
県

令
和
４
年
度
：
25
都
道
府
県

令
和
５
年
度
：
35
都
道
府
県

図
：
職
業
実
践
専
門
課
程
認
定
校
へ
の
補
助
を
行
っ
て
い
る
自
治
体
（
令
和
5年
12
月
時
点
）

※
特
別
交
付
税
措
置
対
象

17
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教
育
訓
練
給
付
金

⚫
業
務
独
占
資
格
な
どの
取
得
を
目
標
とす
る
講
座
や
職
業
実
践
専
門
課
程
の
認
定
等
を
受
け
た
専
門
学
校
の
課
程
は
教
育
訓
練
給
付
金

の
支
給
対
象
とな
って
い
る
。

1,
79

4講
座

（
専
門
学
校
以
外
含
む
）

66
8講
座

8講
座

※
出
典
：
厚
生
労
働
省
「目
標
資
格
等
別
・都
道
府
県
別
専
門
実
践
教
育
訓
練
指
定
状
況
（
令
和
６
年

10
月
１
日
時
点
）
」

ht
tp

s:/
/w

w
w

.m
hl

w
.g

o.
jp

/c
on

te
nt

/1
18

04
00

0/
00

12
85

78
8.

pd
f

厚
生
労
働
省
「目
標
資
格
等
別
・都
道
府
県
別
特
定
一
般
教
育
訓
練
指
定
状
況
（
令
和
６
年

10
月
１
日
時
点
）
」

 
ht

tp
s:/

/w
w

w
.m

hl
w

.g
o.

jp
/c

on
te

nt
/1

18
04

00
0/

00
12

86
52

8.
pd

f 

1講
座

18
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＜
参
考
資
料
＞

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
係
る
令
和

6
年
度
事
業

（
文
部
科
学
省
）

・リ
カレ
ント
教
育
に
よ
る
新
時
代
の
産
学
協
働
体
制
構
築
に
向
け
た
調
査
研
究
事
業

・地
域
ニー
ズ
に
応
え
る
産
学
官
連
携
を
通
じた
リカ
レ
ント
教
育
プ
ラッ
トフ
ォー
ム
構
築
支
援
事
業

- 95 -
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（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）

 

⚫
リカ
レン
ト教
育
の
実
施
に
あ
た
り、
地
域
の
企
業
・自
治
体
等
の
ニー
ズ
の
把
握
や
、そ
れ
に
対
応
した
教
育
プロ
グ
ラム
の
開
発
・

提
供
、受
講
生
確
保
に
向
け
た
広
報
・周
知
等
が
必
要
に
な
るが
、こ
れ
らを
全
て
の
教
育
機
関
が
個
別
に
行
うの
は
非
効
率
。

⚫
リカ
レ
ント
教
育
の
持
続
的
な
推
進
を図
る
上
で
、個
人
の
や
る
気
の
み
に
頼
る
こと
に
は
限
界
が
あ
る
。他
方
、企
業
側
に
とっ
て
、

生
産
性
の
向
上
や
従
業
員
の
エン
ゲ
ー
ジ
メン
トの
向
上
に
資
す
る等
の
メリ
ット
が
あ
る
た
め
、組
織
的
な
取
組
を進
め
る
意
義
は

大
きい
。但
し、
個
別
企
業
の
努
力
に
委
ね
ず
、地
域
単
位
で
取
組
の
推
進
を図
らな
い
と実
効
性
の
確
保
は
困
難
。

⚫
企
業
側
に
お
い
て
も
、
従
業
員
の
学
習
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
向
上
、
学
び
や
す
い
環
境
の
整
備
、
学
習
成
果
の
適
切
な
評
価
等

の
取
組
に
関
し
、
地
域
の
産
業
界
で
指
針
等
を
策
定
・共
有
し
、
大
学
と
も
連
携
し
つ
つ
そ
の
推
進
を
図
る
こ
と
が
重
要
。

地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
産
学
官
連
携
を
通
じ
た

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
支
援
事
業

令
和
５
年
度
補
正
予
算
額

1億
円

背
景

➢
リカ
レ
ント
教
育
に
関
す
る
人
材
ニー
ズ
の
把
握

➢
コー
デ
ィネ
ー
ター
配
置

➢
大
学
等
の
教
育
コン
テ
ンツ
と地
域
ニー
ズ
の
マッ
チ
ング

➢
大
学
等
の
協
力
を得
た
経
営
者
向
け
プロ
グ
ラム
開
発

➢
地
元
企
業
の
経
営
者
を集
め
た
プ
ログ
ラム
提
供

➢
企
業
側
の
リカ
レン
ト教
育
に
関
す
る
取
組
状
況
を共
有

➢
地
域
に
お
け
る
リカ
レン
ト教
育
の
受
講
促
進
に
向
け
た
企
業
側
の
環

境
整
備
に
関
す
る
指
針
等
を明
示

➢
大
学
側
に
お
け
る
当
該
指
針
等
に
対
応
した
取
組
推
進

「成
長
戦
略
等
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」（
令
和
５
年

6
月

1
6
日
閣
議
決
定
）

Ⅰ
人
へ
の
投
資
・構
造
的
賃
上
げ
と「
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
指
針
」

（
地
域
の
産
業
界
の
ニー
ズ
に
合
わ
せ
た
教
育
プロ
グ
ラム
の
提
供
）

•
地
域
の
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
高
度
人
材
を育
成
す
る
た
め
、 地
域

の
大
学
、地
方
自
治
体
等
に
コー
デ
ィネ
ー
ター
を
配
置
し、
当
該
ニー
ズ
を

踏
まえ
た
リ・
ス
キ
リン
グ
・プ
ログ
ラム
の
提
供
等
を支
援
す
る
。

主
な
実
施
事
項

事
業
の
実
施
内
容

フェ
ー
ズ
①
～

➢
企
業
等
の
観
点
か
ら､
受
講
の
有
用
性
等
に
関
す
る
評
価
方
法
を策
定

➢
評
価
結
果
に
基
づ
き
プロ
グ
ラム
を
改
善
。評
価
方
法
も
適
宜
見
直
し。

フェ
ー
ズ
②
～

➢
プラ
ット
フォ
ー
ム
に
お
け
る
上
記
取
組
成
果
の
普
及
啓
発

⚫
地
域
の
複
数
の
大
学
と産
業
界
や
自
治
体
等
が
連
携
して
、以
下
の
通
り、
リカ
レ
ント
教
育
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
把

握
や
マ
ッチ
ン
グ
等
を
効
果
的
・効
率
的
に
行
うと
とも
に
、企
業
側
に
お
け
る
評
価
や
環
境
整
備
の
促
進
も
図
る

プラ
ット
フォ
ー
ム
を構
築
し、
その
取
組
を促
進
。

【フ
ェ
ー
ズ
①
】 
地
域
の
人
材
育
成
ニ
ー
ズ
と
教
育
資
源
の
マ
ッ
チ
ン
グ

産
学
官
金
に
よる
「リ
カレ
ント
教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
」を
ベ
ー
ス
に
、地
域
の
産
業
構
造
を踏
まえ
た
人
材
育
成
に
関
す

る
課
題
を整
理
し、
その
解
決
に
向
け
、域
内
の
大
学
等
が
行
うリ
カレ
ント
教
育
との
マッ
チ
ング
を図
る
。

【フ
ェ
ー
ズ
②
】 
企
業
側
の
評
価
や
環
境
整
備
等
を
含
む
、
総
合
的
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
推
進
体
制
の
整
備

 1
)
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
適
切
な
評
価
方
法
・体
制
の
整
備

リカ
レ
ン
ト教
育
を
利
用
す
る
企
業
側
が
そ
の
有
用
性
等
を
適
切
に
評
価
しう
る
評
価
方
法
を
定
め
、そ
の
結
果
に

基
づ
き、
従
業
員
の
継
続
的
な
受
講
に
値
す
る
よ
うに
教
育
機
関
側
が
改
善
を図
る
とい
った
好
循
環
を構
築
す
る
。

2
)
企
業
側
に
お
け
る
環
境
整
備
の
促
進

フェ
ー
ズ
①
段
階
の
実
施
状
況
を踏
まえ
た
上
で
、リ
カレ
ント
教
育
に
関
す
る
企
業
側
に
お
け
る
取
組
（
従
業
員
の

学
習
イン
セ
ンテ
ィブ
の
向
上
、学
び
や
す
い
環
境
の
整
備
、学
習
成
果
の
適
切
な
評
価
等
）
に
つ
い
て
、大
学
側
の

取
組
（
修
了
者
の
コミ
ュニ
テ
ィ形
成
や
、学
び
や
す
い
授
業
形
態
の
工
夫
、学
習
成
果
の
可
視
化
等
）
との
連
携

を図
りな
が
ら、
リカ
レン
ト教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
が
主
導
して
地
域
単
位
で
の
推
進
を図
る
。

３
）
経
営
者
層
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

地
域
の
経
営
者
層
等
をタ
ー
ゲ
ット
に
した
、上
記

1)
の
企
業
側
に
お
け
る
環
境
整
備
や
、大
学
等
との
連
携
の
促

進
に
資
す
る
リカ
レン
ト教
育
プロ
グ
ラム
を
、経
営
者
層
側
の
主
体
的
な
参
画
を得
て
開
発
・実
施
す
る
。

４
）
地
域
に
お
け
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
推
進
に
向
け
た
取
組
の
普
及
啓
発

リカ
レ
ン
ト教
育
の
必
要
性
や
有
用
性
を
理
解
・共
有
し、
企
業
・大
学
等
を
含
め
地
域
とし
て
リカ
レ
ン
ト教
育
を

推
進
す
る
機
運
を醸
成
す
る
た
め
、上
記
取
組
の
成
果
の
普
及
啓
発
を目
的
とし
た
シ
ンポ
ジ
ウム
等
を開
催
す
る
。

官

産
学

金

都
道
府
県

市
区
町
村

労
働
局

経
済
産
業
局

地
元
企
業

商
工
会
議
所

経
済
団
体

業
界
団
体

大
学
専
門
学
校

高
等
専
門
学
校

地
方
金
融
機
関

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
―

（
対
話
・連
携
を
リ
ー
ド
）

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言

※
委
託
金
額
：

12
百
万

×
12
か
所

※
委
託
先
は
大
学
コン
ソ
ー
シ
ア
ム
や
自
治
体
等

- 97 -



N
o
.

機
関
名

テ
ー
マ

１
国
立
大
学
法
人
北
海
道
国
立
機
構

北
海
道
に
お
け
る
実
践
的
リカ
レン
ト教
育
の
全
道
展
開
及
び

総
合
的
リカ
レン
ト教
育
推
進
体
制
の
実
現

２
岩
手
県

学
び
合
い
の
「い
わ
て
まる
ご
と大
学
（
Ｉ

‘ｍ
大
学
）
」（
仮
）
に
よる

い
わ
て
型
リカ
レン
ト教
育
の
構
築

３
国
立
大
学
法
人
山
形
大
学

山
形
県
に
お
け
る包
括
的
な
産
学
官
金
医
連
携
の
枠
組
み
を活
用
した

地
域
リカ
レン
ト教
育
の
評
価
・環
境
整
備
の
促
進
サ
イク
ル

４
新
潟
県

県
の
主
要
産
業
を支
え
る“
コー
デ
ィネ
ー
ター
伴
走
型

農
業
リカ
レン
ト教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム

”の
構
築
プロ
ジ
ェク
ト

５
石
川
県

石
川
県
内
高
等
教
育
機
関
と連
携
した
デ
ジ
タル
分
野
リス
キ
リン
グ推
進
事
業

６
国
立
大
学
法
人
信
州
大
学

企
業
内
リカ
レン
ト推
進
体
制
を促
進
す
るた
め
の
プラ
ット
フォ
ー
ム

「E
NG

IN
E/
円
陣
」

７
国
立
大
学
法
人
三
重
大
学

「リ
カレ
ント
教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
み
え
」の
起
動

～
三
重
型
リカ
レン
ト教
育
の
推
進
～

８
京
都
府

リカ
レン
ト教
育
先
進
地
「京
都
」構
築
事
業

９
一
般
社
団
法
人
大
学
都
市
神
戸

産
官
学
プラ
ット
フォ
ー
ム

大
学
都
市
Ｋ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
地
域
ニー
ズ
に
応
え
る産
官
学
連
携
を通
じた

リカ
レン
ト教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
構
築

１
０

国
立
大
学
法
人
奈
良
国
立
大
学
機
構

「な
ら産
地
学
官
リカ
レン
ト教
育
プロ
グ
ラム
」構
築
事
業

１
１

国
立
大
学
法
人
愛
媛
大
学

しま
な
み
未
来
社
会
人
材
育
成
プラ
ット
フォ
ー
ム

１
２

国
立
大
学
法
人
九
州
大
学

事
業
成
長
人
材
集
積
に
向
け
た
リカ
レン
ト教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
構
築
事
業

１
３

国
立
大
学
法
人
大
分
大
学

地
域
ニー
ズ
に
応
え
る
産
学
官
連
携
を通
じた
リ

カレ
ント
教
育
プラ
ット
フォ
ー
ム
構
築
支
援
事
業

１
４

国
立
大
学
法
人
宮
崎
大
学

み
や
ざ
きデ
ジ
タル
ノー
マル
の
未
来
を目
指
した

デ
ジ
タル
人
財
育
成
コン
ソー
シ
アム
の
事
業
・実
施
体
制
強
化

R
5
地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
産
学
官
連
携
を
通
じ
た

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
支
援
事
業
の
採
択
先
一
覧

23
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令和６年度

鹿児島県公共職業訓練の概要

令和６年１０月３１日（木）

鹿児島県商工労働水産部雇用労政課



（令和６年４月現在）

　新卒者対象

校名
訓練
科名

定員
訓練
期間

入校
資格

訓　　練　　内　　容 修了による取得資格 主な就職先

自動
車工
学科

40
(20)

２年

高卒
又は
同等
以上

　 自動車等の各部装置，整備技能，各種
試験法を習得し，一般的な整備から高度な
ものまで幅広く対応できるエンジニアを育
成する。

・技能士補
・特別教育育修了証
・技能講習修了証

自動車販売会社
自動車整備会社
など

機械
整備
科

10
(10)

１年

高卒
又は
同等
以上

   建設・農業機械に関する各部装置の構
造・機能についての知識や整備技術を修
得し，一般的な整備作業から特殊技能まで
幅広く対応できるエンジニアを育成する。

・技能士補
・車両系建設機械運転者資格
・特定自主検査検査者資格
・特別教育修了証
・技能講習修了証

建設機械整備会社
農業機械整備会社
など

金属
加工
科

40
(20)

２年

中卒
又は
同等
以上

   自動車板金や工場板金，金属塗装，各
種溶接技術等の学科と実技を学び，金属
加工や車体整備，金属塗装各分野に幅広
く対応できる人材を育成する。

・技能士補
・２級技能士
・特別教育修了証
・技能講習修了証

鉄鋼溶接関連会社
工場板金会社
自動車・車体整備会社
 など

建築
工学
科

40
(20)

２年

高卒
又は
同等
以上

   建築構造，工作法，仕様積算，設計製
図，建築材料，機械操作，施工方法などの
知識と技能を習得し，刻々と変化している
建築工法に対応できる人材を育成する。

・技能士補
・２級技能士
・特別教育修了証

建設会社
建築会社
など

室内
造形
科

40
(20)

２年

中卒
又は
同等
以上

   木製家具・建具・竹製品の製造，インテリア・
内装工事の施工，設計製図，ＮＣ機械操作など
の学科と実技を学び，製品製作や内装仕上げ
ができる実践的技能者を育成する。

・技能士補
・２級技能士
・特別教育修了証

家具製造会社
建具製造会社
室内装飾会社
など

情報
処理
科

40
(20)

２年

高卒
又は
同等
以上

   プログラミングやコンピュータ操作，Ｗｅｂサイ
ト作成，システム設計，業務分析及びコンピュー
タ本体や周辺機器等を中心に，機器の設置や
保守点検・修理に関する知識・技能を習得す
る。

・技能士補

ソフトウェア開発会社
情報処理業務会社
システム等管理運営
受託会社
など

ﾒ ｶ ﾄ
ﾛ ﾆ ｸ
ｽ 科

40
(20)

２年

高卒
又は
同等
以上

   各種工作機械を使用した機械加工，ＣＡ
Ｄ／ＣＡＭによる設計製作，ロボット操作や
マイコンを利用した生産設備の制御等を習
得する。

・技能士補
・特別教育修了証
・技能講習修了証
・２級技能士

機械設計製作会社
治具製作会社
制御機器製作会社
など

鹿

屋

電気
設備
科

40
(20)

２年

高卒
又は
同等
以上

   電灯，動力，高圧受変電設備等の電気設備
配線や検査に必要な技術及び自動制御装置の
設計・製作，コンピュータをはじめとする情報通
信技術，空調機器の施工法等を習得する。

・第二種電気工事士
・技能士補
・特別教育修了証
・技能講習修了証

電気工事施工会社
電気設備保守管理会社
自動制御設備施工会社
など

290
(150)

注　１　定員欄下段（　　）書きは１年生定員

2 　修了時取得資格欄「２級技能士」は，技能五輪鹿児島県大会における技能証の取得と技能照査の合格が条件

3 　機械整備科は，令和６年度から募集停止

県立職業能力開発校 （施設内訓練）の概要　【令和６年度】

吹

上

宮
之
城

姶

良

合　　計
(８訓練科)
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（令和６年４月１日現在）

　県立高等技術専門校（４校集計） （単位：人）

校

名 計
計のう
ち女子

計
計のう
ち女子

・推　　薦 ： 試験日；令和５年10月２日

・一　　般 ： Ａ日程；令和５年11月２日　Ｂ日程；令和５年12月１日　Ｃ日程；令和６年1月１９日　Ｄ日程；令和６年2月1１日

　　　　　　　 Ｅ日程；令和６年３月１０日

　

訓練科名 定員

応　募　者

受験者 合格者

入　校　者

入校率
（％）

５年度
入校者

備　考（応募状況）

吹
上

自動車工学科 20 16 1 16 15 12 1 60.0 7

金属加工科 20 18 0 18 17 13

11 10 0 50.0 16

0 65.0 8

8 3 40.0 13

姶
良

情報処理科 20 32 1

室内造形科 20 15 4 14 13

宮
之
城

建築工学科 20 11 0 11

メカトロニクス科 20 17 1 17 14 12 1 60.0

32 18 14 1 70.0 19

6

鹿
屋

電気設備科 20 21 0 20 20 20

中卒者等対象者科　計 40 33 4 32

0 100.0 7

高卒者等対象者科　計 100 97 3 96 78

30 21 3 52.5 21

68 3 68.0 55

89 6 63.6 76

・２次募集 ： 吹上校，姶良校で実施

計 140 130 7 128 108

令和６年度 訓練生応募・合格・入校状況
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【令和６年３月末現在】

　県立高等技術専門校

県内 県外 計
就職率

％

27 18 17 12 5 17 100.0%

(1) (1) (1) (0) (1) (1) -

2 2 2 0 2 2 100.0%

(0) (0) (0) (0) (0) (0) -

17 7 6 6 0 6 100.0%

(0) (0) (0) (0) (0) (0) -

13 13 13 10 2 12 92.3%

(2) (2) (2) (0) (1) (1) -

21 17 15 9 2 11 73.3%

(5) (4) (3) (1) (0) (1) -

22 18 13 6 4 10 76.9%

(2) (2) (1) (1) (0) (1) -

15 13 9 7 2 9 100.0%

(1) (1) (0) (0) (0) (0) -

12 12 11 5 6 11 100.0%

(0) (0) (0) (0) (0) (0) -

129 100 86 55 23 78 90.7

(11) (10) (7) (2) (2) (4) -

※令和4年度就職率最終：93.2％

注１）｢＊１｣が付されている科の入校者は令和4年４月の入校生数である。

注２）｢＊２｣が付されている科の入校者は令和5年4月の入校生数である。

注３）下段の（　　）書きは，女子の数で上段の内数である。

校

名
訓 練 科 名 応募者 入校者 修了者

就   職   状   況

(単位：人)

吹
上

自動車工学科
＊１

機械整備科
＊２

金属加工科
＊１

姶
良

情報処理科
＊１

メカトロニクス科
＊１

宮
之
城

建築工学科
＊１

室内造形科
＊１

※令和5年度県内就職率：70.5％(Ｒ4年度県内就職率最終：69.5％)

鹿
屋

電気設備科
＊１

計

令和5年度 訓練生の就職状況
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ＩＴプログラマー養成科【資格取得コース】 ６か月 2 40 40 205.0 100.0 78.4

ＩＴビジネス科【ＷＥＢ制作】 ５か月 2 40 32 92.5 80.0 41.9

4 80 72 148.8 90.0 61.8

ショップマネジメント科 ３か月 2 48 16 43.8 33.3 87.5

パソコン・基礎科 ３か月 20 466 372 96.6 79.8 77.3

ビジネス実務科　（母子）（一般） 3か月+5日 2 63 40 69.8 63.5 71.0

パソコン・簿記初級科 ３か月 3 48 42 102.1 87.5 75.6

ＩＴビジネス科【総合コース】 ６か月 5 120 120 154.2 100.0 88.0

ＩＴビジネス科（ＷＥＢ活用） ３か月 3 60 47 90.0 78.3 76.1

ＩＴ広告デザイン科（職場実習付） ５か月 4 96 96 159.4 100.0 66.3

ＩＴビジネス科【宅建コース】 ５か月 1 20 20 150.0 100.0 70.0

総合ビジネス科 ３か月 3 60 36 65.0 60.0 91.4

43 981 789 104.5 80.4 77.4

医療事務科 ３か月 5 104 81 87.5 77.9 97.0

医療事務科（ドクターズクラーク） 4か月 2 40 24 67.5 60.0 95.5

7 144 105 81.9 72.9 96.6

介護福祉士養成科 ２４か月 6 32 22 68.8 68.8 100.0

介護・福祉科(実務者研修) ６か月 4 96 53 68.8 55.2 82.8

介護・福祉科（初任者研修） ３か月 1 22 6 31.8 27.3 100.0

保育士養成科 ２４か月 4 30 29 110.0 96.7 100.0

栄養士養成科 ２４か月 2 15 16 113.3 106.7 100.0

歯科技工士養成科 ２４か月 2 9 5 55.6 55.6 50.0

介護実務者研修科 ６か月 1 20 8 40.0 40.0 87.5

介護職員養成科 ３か月 1 20 12 60.0 60.0 90.0

スポーツ・介護ビジネス科 ６か月

21 244 151 69.7 61.9 90.8

農業人材育成科 ６か月 1 20 20 120.0 100.0 89.5

1 20 20 120.0 100.0 89.5

地域循環林業科 ３か月 1 15 5 33.3 33.3 0.0

1 15 5 33.3 33.3 0.0

ファッションビジネス科 ６か月 1 10 9 90.0 90.0 77.8

1 10 9 90.0 90.0 77.8

調理加工科（職場実習付） ４か月 1 15 10 86.7 66.7 80.0

1 15 10 86.7 66.7 80.0

建設ＣＡＤ実践科 ３か月 1 20 8 40.0 40.0 62.5

1 20 8 40.0 40.0 62.5

職業実践専門課程科（美容師） ２４か月 2 10 7 100.0 70.0 100.0

2 10 7 100.0 70.0 100.0

82 1539 1176 97.5 76.4 79.0

中止

※中止した訓練コースは，７コース（医療事務科２，スポーツ・介護ビジネス科１，介護・福祉科【初任者研修】２，介護・福祉科【実務
者研修】２）

小　　　計

農
業

分類 訓練科名

小　　　計

営
業
・
販
売
・
事
務

訓練期間

合　　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

医
療
事
務

介
護
・
医
療
・
福
祉

小　　　計

デ

ザ

イ

ン

調
理

理

容

・

美

容

小　　　計

林
業

小　　　計

建
築

小　　　計

Ｉ
Ｔ

小　　　計

令和５年度　委託訓練実績　（Ｒ６.９月末現在）

定員 受講者数コース
定員充足率

[％]
応募倍率

[％]
就職率
[％]
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ＩＴプログラマー養成科　※ ６か月 鹿児島，北薩 3 72

ＩＴビジネス科【ＷＥＢ制作】　※ ５か月 垂水 2 40

5 112

パソコン基礎・販売科 ３か月 鹿児島 2 48

パソコン・基礎科 ３か月 鹿児島，日置，南薩，北薩，熊毛 15 346

ビジネス実務科　（母子）（一般） 3か月+5日 鹿児島 4 96

パソコンＷＥＢ基礎科 ４か月 姶良・霧島 2 40

パソコン・簿記基礎科 ３か月 鹿児島，姶良・霧島，曽於 3 72

パソコン・簿記初級科 ３か月 曽於 1 15

ＩＴビジネス科【総合コース】 ６か月 鹿児島，北薩 5 120

ＩＴビジネス科（ＷＥＢ活用） ３か月 志布志 3 60

ＩＴ広告デザイン科（職場実習付） ５か月 鹿児島 4 96

ＩＴビジネス科【宅建コース】 ６か月 鹿児島 1 24

総合ビジネス科 ３か月 鹿屋 3 60

43 977

医療事務科 ３か月 鹿児島，北薩，姶良・霧島，鹿屋 8 164

医療事務科（ドクターズクラーク） 4か月 鹿屋 1 20

9 184

介護福祉士養成科 ２４か月 鹿児島 6 29

介護・福祉科(実務者研修) ６か月 鹿児島，北薩 5 120

介護・福祉科（初任者研修） ３か月 奄美，北薩，姶良・霧島 4 82

保育士養成科 ２４か月 鹿児島，串木野 4 27

栄養士養成科 ２４か月 鹿児島 2 14

歯科技工士養成科 ２４か月 鹿児島 2 8

介護実務者研修科 ６か月 鹿屋 1 20

介護職員養成科 ３か月 鹿屋 1 20

25 320

農業人材育成科 ６か月 曽於 1 20

1 20

地域循環林業科 ３か月 鹿屋 1 15

1 15

ファッションビジネス科 ６か月 鹿児島 1 10

ＩＴビジネス科【ＷＥＢデザイン】　※ ４か月 垂水 1 20

2 30

調理師養成科 ２４か月 鹿児島 1 5

調理加工科（職場実習付） ４か月 曽於 1 15

2 20

建設ＣＡＤ実践科 ３か月 鹿児島 1 20

1 20

職業実践専門課程科（美容師） ２４か月 鹿児島 2 10

2 10

91 1,708

※印：資格取得コース

小　　　計

農
業

分類 訓練科名

小　　　計

営
業
・
販
売
・
事
務

訓練期間

合　　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

医
療
事
務

介
護
・
医
療
・
福
祉

小　　　計

デ
ザ
イ
ン

理

容

・

美

容

小　　　計

林
業 小　　　計

建
築 小　　　計

調
理

Ｉ
Ｔ

小　　　計

令和６年度　委託訓練計画

定員コース開催地
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障害者対象 （令和６年４月現在）

訓練科名 定員
訓練
期間

入校
資格

訓　　練　　内　　容 取得資格 主な就職先

情 報 電 子 科 10 １年

高卒
又は
同等
以上

　パソコンのプログラミング（ＪＡＶＡ，ＶＢ
等），制御用マイコンのプログラミング，電
子回路の基本的な知識，ＣＡＤを用いた回
路図作成，回路接続等について習得す
る。また，ワード，エクセルの操作技能をト
レーニングする。

・技能士補
・ＣＳ技能評価試験
  （表計算3級）
・ビジネス文書実務検定
・情報処理検定

製造業
（加工，検査，一般事務）
データ委託業
（入力，HP作成・更新)

グ ラ フ ィ ッ ク
デ ザ イ ン 科

20 １年

高卒
又は
同等
以上

　デザイン専用のパソコンソフト（フォト
ショップ，イラストレータ，インデザイン等）
を用いて画像処理や文字編集等の技能を
習得し，チラシ，パンフレット，ポスター等を
作成する。また，写真撮影やＷｅｂデザイン
についても習得する。

・技能士補
・色彩検定
・ビジネス文書実務検定
・情報処理検定

デザイン事務所
（デザイナー）
製造業
（製造・検査）
学校
（校務補助員）

Ｏ Ａ 事 務 科 20 １年

高卒
又は
同等
以上

　パソコンソフト（ワード，エクセル，パワー
ポイント等）の操作，簿記会計，マナー接
遇，事務職員として基本的な知識や技能を
習得する。また，介護事務について学習す
る。

・技能士補
・介護事務管理士
・簿記実務検定
・ビジネス文書実務検定
・情報処理検定
・珠算・電卓検定

製造業
（事務職，製造職）
医療・福祉業
（事務職，介護職）
サービス業
（商品仕分け作業）
公務員
（一般事務）

介護福祉サー
ビ ス 科

20 １年

中卒
又は
同等
以上

介護に伴う知識や調理，清掃，レクリエー
ション等の技能，コルセット製作や福祉用
具のメンテナンスなど介護・福祉に関わる
技能を習得する。

・介護職員初任者研修
・福祉用具専門相談員
・福祉住環境
   コーディネーター
・レクリエーションインストラ
クター

医療・福祉業
（介護職，看護補助，障害
者施設補助員，保育補助
員，福祉用具専門相談
員，義肢装具製作補助）
サービス業
（清掃作業）

ア パ レ ル 科 10 １年

中卒
又は
同等
以上

　婦人服や子供服の製作に必要なデザイ
ン製図，補正，パターン作成，手縫い，ミシ
ンによる本縫い，アイロン作業等の知識や
技能を習得する。また，選択により介護職
員初任者研修を受講し，介護技能を習得
する。

・介護職員初任者研修
・ビジネス文書実務検定
・情報処理検定
・珠算・電卓検定

医療・福祉業
（介護職）
サービス業
（清掃作業）
製造業
（事務職，製造職）

ワークトレーニン
グ 科
（知的障害者対象）

20 １年

中卒
又は
同等
以上

知的障害者が就職するために必要な知
識・技能を身につける。木工などのものづ
くり，清掃作業，コンピュータ操作等の訓練
を通じて，就職に必要なスキルや職場適
応能力を，また，社会常識やマナー等を学
び，自立した生活を送るための社会適応
能力を身につける。

・ビジネス文書実務検定
・ビジネス計算実務検定
  （珠算・電卓実務検定）
・CS技能評価試験
（表計算部門３級）
・情報処理検定

製造業
（構内作業）
給食受託業
（調理補助）
サービス業
（清掃作業）
食品加工業

100

鹿児島障害者職業能力開発校 （施設内訓練）の概要　【令和６年度】
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令和６年度訓練生入校状況

うち
女子

情 報 電 子 科 10 1

グ ラ フ ィ ッ ク デ ザ イ ン 科 20 5

Ｏ Ａ 事 務 科 20 4

介 護 福 祉 サ ー ビ ス 科 20 3

ア パ レ ル 科 10 4

ワークトレーニング科 20 3

合　　　計 100 20

令和５年度訓練生就職状況

情 報 電 子 科 8 2 6

グ ラ フ ィ ッ ク デ ザ イ ン 科 8 1 7

(5) (5)

Ｏ Ａ 事 務 科 14 5 9

(3) (3)

介 護 福 祉 サ ー ビ ス 科 13 5 8

(6) (1) (5)

ア パ レ ル 科 8 2 6

(5) (1) (4)

ワークトレーニング科 8 3 5

(1) (1)

計 59 18 41

(20) (2) (18)

＊　各欄下段（　　）書きは，女子の数で上段の数の内数である。

＊　「就職率」欄は，就職退校者も含み進学・施設入所を除外した率

91.7

就職率
[％]

（退校就
職含）

100.0

備考

66.7

83.3

83.0

(13) (1) (14)

1 23 9 7 39

(3)

2 2 1 5

4

(3)

3 1

(5) (5)

(2)

7 2 10

(2)

(3) (4)

4 1

(1)

1 1 2

県内

就職者数

自営

6 3 11

7

2

県外

2 87.5

計
(D)

訓練科名 定員

訓練科名
入
校
者

(単位：人)

【令和６年４月９日現在】

D/(A-
B+C)

中
退
者

修
了
者
(A)

修了者
のうち

5

1

1 40.0

進学・
施設等
（B)

修了者のうち就職

21 15 6 21

5 4 1

12 10 2 11

23 21 2 21

65 14 75

11 9 2 10

【令和６年４月９日現在】

(単位：人)

52

9

5

7

13

65.0

入校者数

45.0

退校者の
うち就職

(C)

応募者数 受験者数 合格者数

13

5

県   外

7

9

79

県   内
備考

5

7

12

50.0

6 1 7

入校率[％]

51

50.0

35.0

60.0

5

51.0

13
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No. 実施団体 事業名 担当課

【事業概要】
農業者等にスマート農業の導入・
普及を促進するための研修会やセ
ミナーを開催

【事業費】 3,679千円
【実施主体】 県
【対象者】 農業者，農業法人

【事業概要】
女性農業者の活躍を推進するため
の研修会やスキルアップ活動の支
援等を実施

【事業費】 1,937千円
【実施主体】 県，女性農業者グループ
【対象者】 女性農業者

【事業概要】

地域農業のリーダーとなる人材や
企業的農業法人を育成するため，
農業経営コンサルタントによるビ
ジネス講座等を実施

【事業費】 19,794千円
【実施主体】 県
【対象者】 農業法人，農業者

【事業概要】
林業従事者等に木材の効率的な生
産管理や供給のシステム化のため
のICT技術に関する研修等を実施

【事業費】 2,408千円
【実施主体】 県，流域森林・林業活性化センター
【対象者】 森林組合，林業事業体等

【事業概要】
ITエンジニアを目指す方を対象と
したプログラミング研修等を実施

【事業費】 5,180千円
【実施主体】 県
【対象者】 ITエンジニアを目指す方等

【事業概要】
県内の医療機関等に，遠隔医療技
術の普及啓発に係るセミナー等を
実施

【事業費】 612千円
【実施主体】 県
【対象者】 県内の医療機関

【事業概要】
起業準備者等に実践プログラムや
メンタリング支援の提供などの伴
走支援を実施

【事業費】 16,248千円
【実施主体】 県
【対象者】 起業準備者，県内中小企業

【事業概要】
県内中小企業に，DXに関するセミ
ナーの開催や個別研修を実施

【事業費】 15,443千円
【実施主体】 県
【対象者】 県内中小企業

【事業概要】
IT企業の技術者に，最新のAI技術
に関する講座やコンサルティング
技術講座等を開催

【事業費】 5,481千円
【実施主体】 県
【対象者】 IT技術者

【県】地域リスキリング推進事業一覧

9

8

1

2

3

4

5

6

経営技
術課

経営技
術課

経営技
術課

7

かごし
ま材振
興課

デジタ
ル推進

課

産業立
地課

産業立
地課

保健医
療福祉

課

産業立
地課

鹿児島県

「稼ぐ力」を向上する
スマート農業導入促進
事業

離島・へき地における
遠隔医療推進事業

鹿児島県

鹿児島県

かごしまの農業経営・
就農支援事業(農業経営
発展支援事業，農業経
営イノベーション事業)

「稼ぐ力」を引き出す
スマート林業推進事業

デジタル戦略推進事業
（デジタル人材育成・
確保事業）

企業の「稼ぐ力」育
成・支援プロジェクト
（起業支援プロジェク
ト事業）

かごしまＤＸ推進プロ
ジェクト事業（中小企
業ＤＸ支援プラット
フォーム事業）

かごしまＤＸ推進プロ
ジェクト事業（高度デ
ジタル人材育成支援事
業）

鹿児島県

鹿児島県

事業概要

鹿児島県
キラリ輝く☆女性農業
者応援事業

鹿児島県

鹿児島県

鹿児島県
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No. 実施団体 事業名 担当課

【県】地域リスキリング推進事業一覧

事業概要

【事業概要】

ものづくり意識の醸成やコミュニ
ケーションスキル，コーチングス
キルの向上等を目的とした研修を
実施

【事業費】 1,511千円
【実施主体】 県
【対象者】 製造業若手従業員，その指導者

【事業概要】
新規漁業就業者に，「かごしま漁
業学校」での研修を実施

【事業費】 2,719千円
【実施主体】 県，県漁連
【対象者】 転職等の漁業就業者

【事業概要】
若い漁業士に低利用資源活用に関
する研修等を実施，実績発表大会
の開催

【事業費】 1,106千円
【実施主体】 県
【対象者】 青年漁業士

【事業概要】
建設産業における担い手確保・育
成及び定着の支援を実施

【事業費】 24,509千円
【実施主体】 県，県建設業協会
【対象者】 県内建設業者

【事業概要】
観光地域づくり団体の組織化を推
進するための人材養成講座や観光
ガイドの資質向上研修等を実施

【事業費】 18,193千円
【実施主体】 県
【対象者】 DMO，観光協会等

10

11

12

13

14

監理課鹿児島県

産業立
地課

PR観光
課

水産振
興課

水産振
興課

鹿児島県

鹿児島県

建設産業担い手確保・
育成・定着促進事業

県内中小ものづくり企
業振興事業（県内中小
企業人財育成支援事
業）

かごんま漁師育成推進
事業

漁業生産の担い手育成
確保事業

鹿児島県

「稼げる」観光地域づ
くり推進事業（観光地
域体制強化支援事業）

鹿児島県
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No. 実施団体 事業名 その他

【事業概要】
中小企業者の中小企業大学校人吉
校の研修受講に対し助成。

【事業費】 300千円
【実施主体】 鹿児島市
【対象者】 市内中小企業

【事業概要】

事業承継に関する取組や、技術の
習得又はその向上を目的とした社
内研修・派遣研修等に係る経費に
対して助成するとともに、製造業
アドバイザーを派遣する。

【事業費】 1,121千円
【実施主体】 鹿児島市
【対象者】 市内中小企業（製造業者等）

【事業概要】
経営層向けの介護事業所経営力強
化研修を開催し、職場環境改善を
図る。

【事業費】 275千円
【実施主体】 鹿児島市
【対象者】 介護事業所運営法人の経営者等

【事業概要】

人手不足の解消が急がれる建設業
等の人材の確保、定着を図るた
め、若手人材の技術習得、向上及
び確保のために実施する研修、職
場体験等に要する費用の一部を支
援するもの。

【事業費】 750千円
【実施主体】 薩摩川内市
【対象者】 市内建設業者等

【事業概要】

子育て世代の多様な働き方を推進
すべく、テレワーカーを育成する
こと、また、子育てと仕事の両立
を支援し、子育て世代が地域コ
ミュニティを構築することに対し
て、支援することを目的とする。

【事業費】 1,622千円
【実施主体】 垂水市
【対象者】 市内在住の子育て世代の方

【事業概要】

離職防止や人材確保の機運を高め
るべく、従業員の働きやすい職場
環境づくりに取り組む事業所の支
援をするもの。

【事業費】 800千円
【実施主体】 奄美市
【対象者】 市内中小企業

【事業概要】
市内事業所が取り組む人材育成
（免許・資格取得）に要する経費
の一部を助成するもの

【事業費】 1,000千円
【実施主体】 奄美市
【対象者】 市内中小企業

【事業概要】
雇用促進と定着を図ることを目的
に、就業体験にかかる費用の一部
を補助するもの

【事業費】 300千円
【実施主体】 奄美市
【対象者】 移住希望求職者

建設政
策課

4 薩摩川内市
建設業等人材確保支援
事業

6 奄美市
働きやすい職場づくり
応援事業

商工政
策課

7 奄美市 キャリアアップ助成金
商工政
策課

8 奄美市 就業体験支援金

5 垂水市
子育て世代が働きやす
い環境整備支援事業

企画政
策課

商工政
策課

【市町村】地域リスキリング推進事業一覧

1

2

3

産業支
援課

長寿あ
んしん
課

産業支
援課

事業概要

鹿児島市
「メイドインかごし
ま」支援事業

鹿児島市

鹿児島市

元気の出る中小企業支
援事業

介護人材確保支援事業
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No. 実施団体 事業名 その他

【市町村】地域リスキリング推進事業一覧

事業概要

【事業概要】

建設業の担い手確保・育成を支援
するため、資格の取得、講習会の
受講、訓練等に要する経費の一部
を支援するもの。

【事業費】 500千円
【実施主体】 出水市
【対象者】 市内建設事業者

【事業概要】

人材不足が深刻である介護人材確
保のため、介護員養成研修の受講
料及び介護支援専門員等の研修受
講費を補助する。

【事業費】 1,267千円
【実施主体】 西之表市

【対象者】

・島内において、介護員養成研修
を運営する者
・市内在住で、市内の介護施設等
に介護支援専門員等として勤務し
ている者又は勤務を予定している
者で、受講を修了したもの

【事業概要】

介護人材不足によるサービス低下
を防ぐため，市が介護職員等を育
成するための介護職員初任者研修
の受講を促進し，研修を受講する
者の受講費用の負担を軽減するこ
とで，介護職員等の育成・確保を
図ることを目的とする。

【事業費】 880千円
【実施主体】 南九州市

【対象者】
市内・外の方。研修を修了する
者，研修の修了後１年以内に市内
介護事業所へ就職する者

【事業概要】

離転職者等で，介護福祉士，介護
職員初任者研修の資格を取得しよ
うとするものに対し，資格取得に
係る講習等に要する受講料につい
て補助

【事業費】 288千円
【実施主体】 湧水町
【対象者】 町民（町税等の滞納のない者）

介護職員等確保対策事
業

長寿介
護課

湧水町介護人材育成支
援事業補助金

長寿福
祉課

9 出水市
建設業人材確保・育成
推進事業

建設政
策課

10 西之表市
西之表市介護人材確保
対策事業

高齢者
支援課

11 南九州市

12 湧水町
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令和６年度 

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島支部

職業訓練の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１０月３１日（木） 

 

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島支部 

鹿児島職業能力開発促進センター 

川内職業能力開発短期大学校 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

離職者訓練 

令和６年度（９月末時点） 

 定員 ３７４人  定員充足率 

（期中定員）１９０人   ８７．４％ 

 入所 １６６人  就職率（前年度入所者） 

 就職   ３９人   ８７．９％ 

 

令和５年度 

定員 ４１０人  定員充足率  

 入所 ２９５人   ７２．０％ 

 就職 １７５人  就職率 

           ８４．２％ 

令和６年度実施訓練科 

 ＣＡＤ／ＮＣ技術科 

溶接技術科 

ＣＡＤものづくりサポート科 

電気設備技術科 

ビル管理技術科 

住環境計画科 

電気工事実践科 

対象者：求職者 受講料：無料 訓練期間：６か月 

企業の生産現場での就職に向けたものづくり分野の訓練を実施。テクノインストラクター（職業

訓練指導員）と就職支援アドバイザーがきめ細かい就職支援を実施。 

学卒者訓練 

令和６年度（９月末時点） 

 定 員 ６５人 定員充足率 

 １学年 ７３人  １１２．３％ 

 ２学年 ５４人 進路決定率（内定） 

８８．９％ 

 

令和５年度 

定 員 ７０人 定員充足率  

 １学年 ６２人   ８８．６％ 

 ２学年 ６６人 進路決定率 

修了 ６５人    １００％ 

  就職 ４１人 進学 ２４人 

企業の生産現場での技術者・将来の生産ラインのリーダーを育成。実験・実習を多く取り入れた

カリキュラムによる職業と直結した実践的な教育で、高い就職率を確保。 

令和６年度実施訓練科 

生産技術科 

電気エネルギー制御科 

電子情報技術科 

 

対象者：高等学校卒業者等 受講料：有料 訓練期間：２年 

ポリテクセンター鹿児島 

ポリテクカレッジ川内 

（修了予定者数） 

NJYPSS
テキストボックス
１



企業の生産性向上やＤＸの推進等に向けた職業訓練を、専門的知見を有する民間機関等に委託し

て実施。受講者満足度は 95％以上。 

 
 
 
 
 
 

生産性向上支援訓練 

令和６年度（９月末時点） 

目標計画数７７０人 受講者数  ４６７人 

内、ＤＸコース 

目標計画数   ２００人 

受講者数     ８２人 

内、ミドルシニアコース 

 目標値      ５０人 

 受講者数     ３０人 

 内、サブスクリプション型生産性向上支援訓練 

目標計画数    ２５人 

受講者数     １５人 

令和５年度 

目標計画数７２０人  受講者数７９３人 

内、ＤＸコース 

目標計画数   １５０人 

受講者数    １６４人 

内、ミドルシニアコース 

 目標値      ５０人 

 受講者数     ７９人 

令和６年度実施コース名 

・効率よく分析するためのデータ集計 

・チーム力の強化と中堅・ベテラン従業員の

役割 

・成果を上げる業務改善   

など 

企業の生産現場に従事する指導的・中核的な役割を担う方又はその候補者向けに、実践的な知識

や技能・技術を習得する訓練を実施。受講者満足度は 95％以上。 

在職者訓練 対象者：在職労働者 受講料：有料 訓練期間：概ね２日～５日 

令和６年度（９月末時点） 

 目標計画数６６０人 

（鹿児島４００人、川内短大２６０人）  

 受講者数４８５人 

 （鹿児島２５９人、川内短大２２６人） 

 

令和５年度 

目標計画数６４０人 

（鹿児島３８０人、川内短大２６０人）  

 受講者数８２４人    

 （鹿児島４７９人、川内短大３４５人） 

令和５年度実施コース名 

・マシニングセンタプログラミング技術 

・現場のための電気保全技術 

・実践建築設計２次元ＣＡＤ技術など 

ポリテクセンター鹿児島 

ポリテクセンター鹿児島 

対象者：在職労働者 受講料：有料 訓練期間：概ね１日～２日 

ポリテクカレッジ川内 

NJYPSS
テキストボックス
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-
-

-
-

1
3

1
2

1
0
0
.0

%
0

-
-

-
-

0
.0

%
0

1
8

2
2

1
9

1
0
5
.6

%

施
設

目
標

値
-

-
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
8
5
.0

%
-

-
-

-
8
5
.0

%

令
和

6
年

度
離

職
者

訓
練

入
所

実
績

（
高

障
求

機
構

）

１
０

月
入

所

ポ リ テ ク セ ン タ ー 鹿 児 島

①
離

職
者

訓
練

（
６

か
月

）
計

（
※

1
）

標
準

コ
ー

ス
計

企
業

実
習

付
き

コ
ー

ス
計

社
会

人
基

礎
講

習
（
橋

渡
し

訓
練

）

託
児

施
設

名
　

区
分

/
名

科
1
回

あ
た

り
の

定
員

（
人

）
開

始
月

年
間

定
員

（
人

）
定

員
充

足
率

託
児

応
募

者
入

所
者

応
募

者

※
１
　

離
職

者
訓

練
計

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
訓

練
実

績
の

合
計

で
あ

る
が

、
「
社

会
人

基
礎

講
習

（
橋

渡
し

訓
練

）
」
は

「
企

業
実

習
付

き
コ

ー
ス

」
及

び
一

部
の

「
標

準
コ

ー
ス

」
と

組
み

合
わ

せ
て

実
施

し
て

い
る

こ
と

。

※
２
　

溶
接

技
術

科
・
電

気
工

事
実

践
科

は
募

集
科

名
で

あ
り
、

正
式

名
称

は
金

属
加

工
科

・
電

気
設

備
技

術
科

（
短

期
デ

ュ
ア

ル
コ

ー
ス

）
で

あ
る

こ
と

。
た

だ
し

、
当

該
資

料
に

お
い

て
は

、
溶

接
技

術
科

・
電

気
工

事
実

践
科

と
し

て
記

述
す

る
こ

と
。

①
＋

②

入
所

者
定

員
充

足
率

8
7
.4

%

定
員

応
募

者
入

所
者

定
員

充
足

率

1
9
0

1
7
9

1
6
6

令
和

6
年

9
月

3
0
日

累
計

応
募

者
入

所
者

定
員

充
足

率
託

児
応

募
者

入
所

者
定

員
充

足
率

託
児

応
募

者
入

所
者

４
月

入
所

６
月

入
所

7
月

入
所

９
月

入
所 定
員

充
足

率
託

児
応

募
者

入
所

者
定

員
充

足
率

１
２

月
入

所

託
児
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令
和

6
年

度
離

職
者

訓
練

就
職

実
績

（
高

障
求

機
構

）

R
5
年

度
（
R
5
）
.1

月
生

（
確

定
値

）
現

在

1
8

1
2

4
6

3
9

3
3

8
7
.9

%
6
4
.7

%

1
8

1
2

4
6

3
9

3
3

8
7
.9

%
6
4
.7

%

C
A

D
/
N
C
技

術
科

1
1

4
4

4
1
0
0
.0

%
8
0
.0

%

C
A

D
も

の
づ

く
り
サ

ポ
ー

ト
科

6
5

1
6

1
3

1
2

8
5
.7

%
6
6
.7

%

溶
接

技
術

科
※

２
3

1
7

7
5

1
0
0
.0

%
6
2
.5

%

電
気

設
備

技
術

科
-

-
-

-
-

-
-

ビ
ル

管
理

技
術

科
4

3
7

6
4

9
0
.0

%
4
4
.4

%

住
環

境
計

画
科

4
2

1
2

9
8

7
8
.6

%
7
2
.7

%

施
設

目
標

値
-

-
-

8
5
.0

%
6
9
.3

%

-
-

-
-

-
-

-

電
気

工
事

実
践

科
※

２
-

-
-

-
-

-
-

施
設

目
標

値
-

-
-

令
和

6
年

9
月

3
0
日

修
了

者
（
人

）
就

職
率

※
3

ポ リ テ ク セ ン タ ー 鹿 児 島

離
職

者
訓

練
計

（
６

か
月

）
（
※

1
）

6
4

標
準

コ
ー

ス
計

6
4 5 1
0 -2
2 -1
6

　
　

　
た

だ
し

、
当

該
資

料
に

お
い

て
は

、
溶

接
技

術
科

・
電

気
工

事
実

践
科

と
し

て
記

述
す

る
こ

と
。

※
３

　
就

職
率

は
、

訓
練

終
了

後
３

か
月

以
内

に
就

職
し

た
者

の
実

績
（
前

年
度

繰
越

者
の

就
職

実
績

を
含

む
。

）
及

び
中

退
就

職
者

の
実

績
で

あ
る

こ
と

。
　

　
 　

就
職

率
＝

(修
了

後
就

職
者

+
中

退
就

職
者

)／
（
修

了
者

+
中

退
就

職
者

）

う
ち

就
職

正
社

員
就

職
率

※
１

　
離

職
者

訓
練

計
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

訓
練

実
績

の
合

計
で

あ
る

が
、

「
社

会
人

基
礎

講
習

（
橋

渡
し

訓
練

）
」
は

「
企

業
実

習
付

き
コ

ー
ス

」
及

び
一

部
の

「
標

準
コ

ー
ス

」

  
  

  
 と

組
み

合
わ

せ
て

実
施

し
て

い
る

こ
と

。

※
２

　
溶

接
技

術
科

・
電

気
工

事
実

践
科

は
募

集
科

名
で

あ
り
、

正
式

名
称

は
金

属
加

工
科

・
電

気
設

備
技

術
科

（
短

期
デ

ュ
ア

ル
コ

ー
ス

）
で

あ
る

こ
と

。

施
設

名
　

区
分

/
名

科
前

年
度

か
ら

の
繰

越
者

（
R
5
.1

入
所

）
中

退
者

（
人

）

正
社

員
就

職
者

（
人

）
う

ち
就

職

企
業

実
習

付
き

コ
ー

ス
計

- -- 1
1
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令
和

5
年

度
離

職
者

訓
練

入
所

・
就

職
実

績
（
高

障
求

機
構

）

6
2

3
8
0

-
2
9
4

2
6
7

7
0
.3

%
5
0

3
8

2
1
5

1
7
5

1
4
3

8
4
.2

%
6
7
.1

%
6
4

6
2

3
5
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-
2
8
4

2
5
7

7
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%
4
8

3
8

2
0
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1
6
7

1
3
5

8
3
.7

%
6
5
.9

%
6
4

C
A

D
/
N

C
技

術
科

9
7
2

 
4
,7

,1
0
,1

3
3

3
1

4
3
.1

%
9

8
2
6

1
5

1
6

6
7
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%
6
9
.6

%
5

Ｃ
Ａ

Ｄ
も

の
づ

く
り

サ
ポ

ー
ト

科
1
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4
4

7
,1

4
7

4
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1
0
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%
8

6
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2

2
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3
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4
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%
4
0
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%
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溶
接

技
術

科
※

２
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6
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4
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,1
0
,1

4
1

3
9

6
5
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%
7

7
3
1

3
0

2
8

9
7
.4

%
7
5
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%
1
0

電
気

設
備

技
術

科
-

3
6

4
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0
3
0

2
6

7
2
.2

%
3

3
2
3

1
7

1
3

7
6
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%
6
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%
-

ビ
ル

管
理

技
術

科
1
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7
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4
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0
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7
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6
1

8
4
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%
1
0

8
5
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4
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4
2

8
4
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%
7
6
.4

%
1
1

住
環

境
計

画
科

9
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2

4
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,1
0
,1

6
0

5
6

7
7
.8

%
1
1

6
3
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2

2
3

8
6
.4

%
6
0
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%
1
6

施
設

目
標

値
-

-
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

8
2
.5

%
7
0
.0

%
-

-
2
4

-
1
0

1
0

4
1
.7

%
2

0
8

8
8

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
-

電
気

工
事

実
践

科
※

２
-

2
4

4
,1

0
1
0

1
0

4
1
.7

%
2

0
8

8
8

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
-

施
設

目
標

値
-

-
-

-
-

8
0
.0

%
-

-
-

8
2
.5

%
7
0
.0

%
-

②
社

会
人

基
礎

講
習

-
3
0

6
,9

,1
2
,3

3
1

2
8

9
3
.3

%
-

-
-

-
-

-
-

-

施
設

目
標

値
-

-
-

-
-

8
5
.0

%
-

-
-

ー
ー

-

6
2

4
1
0

-
3
2
5

2
9
5

7
2
.0

%

※
１

　
離

職
者

訓
練

計
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

訓
練

実
績

の
合

計
で

あ
る

が
、

「
社

会
人

基
礎

講
習

（
橋

渡
し

訓
練

）
」
は

「
企

業
実

習
付

き
コ

ー
ス

」
及

び
一

部
の

「
標

準
コ

ー
ス

」
 と

組
み

合
わ

せ
て

実
施

し
て

い
る

こ
と

。

  
  

  

※
２

　
C

A
D

/
N

C
技

術
科

・
溶

接
技

術
科

・
電

気
工

事
実

践
科

は
募

集
科

名
で

あ
り

、
正

式
名

称
は

テ
ク

ニ
カ

ル
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

科
・
テ

ク
ニ

カ
ル

メ
タ

ル
ワ

ー
ク

科
・
電

気
設

備
技

術
科

（
短

期
デ

ュ
ア

ル
コ

ー
ス

）
で

あ
る

こ
と

。

　
　

　
た

だ
し

、
当

該
資

料
に

お
い

て
は

、
　

C
A

D
/
N

C
技

術
科

・
溶

接
技

術
科

・
電

気
工

事
実

践
科

と
し

て
記

述
す

る
こ

と
。

※
３

　
就

職
率

は
、

訓
練

終
了

後
３

か
月

以
内

に
就

職
し

た
者

の
実

績
（
前

年
度

繰
越

者
の

就
職

実
績

を
含

む
。

）
及

び
中

退
就

職
者

の
実

績
で

あ
る

こ
と

。
　

　
 　

就
職

率
＝

(修
了

後
就

職
者

+
中

退
就

職
者

)／
（
修

了
者

+
中

退
就

職
者

）

次
年

度
へ

の
繰

越
者

（
R

6
.1

入
所

）
う

ち
就

職

う
ち

正
社

員
就

職
率

※
４

ポ リ テ ク セ ン タ ー 鹿 児 島

①
離

職
者

訓
練

計
（
※

1
）

標
準

コ
ー

ス
(６

か
月

コ
ー

ス
）
計

企
業

実
習

付
き

コ
ー

ス
（
６

か
月

）
計

社
会

人
基

礎
講

習
（
橋

渡
し

訓
練

、
1
か

月
）

①
＋

②

定
員

充
足

率
中

退
者

（
人

）
施

設
名

　
区

分
/
名

科
前

年
度

か
ら

の
繰

越
者

（
R

3
.1

入
所

）

定
員

（
人

）
開

始
月

応
募

者
（
人

）
入

所
者

（
人

）

正
社

員
就

職
者

（
人

）
う

ち
就

職

令
和

6
年

9
月

3
0
日

修
了

者
（
人

）
就

職
率

※
３
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R6.9.30時点

令和６年度実績（上半期）

機械 電気 居住 計 機械 電気・電子 管理 計

レディメイドコース※１ 46 22 42 110 73 32 6 111 221

オーダーメイドコース※２ 26 80 43 149 19 66 30 115 264

合計 72 102 85 259 92 98 36 226 485

令和５年度実績

機械 電気 居住 計 機械 電気・電子 管理 計

レディメイドコース※１ 39 78 89 206 98 56 36 190 396

オーダーメイドコース※２ 75 132 66 273 25 59 71 155 428

合計 114 210 155 479 123 115 107 345 824

　　　　　　　 　　　　

在職者訓練（高障求機構）

（単位：人）

（単位：人）

形式

鹿児島 川内

合計

形式

鹿児島 川内

合計

※１レディメイドコース

地域の中小企業に共通したニーズに対応したコース

※２オーダーメイドコース

個々の中小企業、及び事業主団体のニーズに対応したコース

※１レディメイドコース

地域の中小企業に共通したニーズに対応したコース

※２オーダーメイドコース

個々の中小企業、及び事業主団体のニーズに対応したコース
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【就職】
令和６年度実績（上半期）

民間 公務員 進学 未定 県内 県外

生産技術科 20 13 7 0 3 3 3 4 14

電気エネルギー制御科 20 14 8 0 5 1 3 5 14

電子情報技術科 30 26 14 0 12 0 7 7 26

合計 70 53 29 0 20 4 13 16 54

令和５年度実績

民間 公務員 進学 未定 県内 県外

生産技術科 20 20 13 0 7 0 8 5

電気エネルギー制御科 20 15 9 0 6 0 2 7

電子情報技術科 30 30 19 0 11 0 10 11

合計 70 65 41 0 24 0 20 23

【入校】
令和６年度実績

生産技術科 20 20 100.0%

電気エネルギー制御科 20 22 110.0%

電子情報技術科 25 30 120.0%

合計 65 72 110.8%

令和５年度実績

生産技術科 20 16 80.0%

電気エネルギー制御科 20 16 80.0%

電子情報技術科 30 30 100.0%

合計 70 62 88.6%

16

18

30

64

学卒者訓練（高障求機構）

20

22

31

73

R5.4.1時点

訓練科名 定員
入校
者数

充足率
在籍者数

（休学・留年含
む）

R6.4.1時点

訓練科名 定員
入校
者数

充足率
在籍者数

（休学・留年含
む）

（単位：人）

訓練科名 定員

卒業者数 県内・外
就職割合進路状況内訳

R6.9.30時点

（単位：人）

訓練科名 定員

卒業者予定者数 県内・外
就職割合

在籍者数
（休学・留
年含む）

進路状況内訳
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R6.9.30時点

令和６年度実績（上半期）

（単位：人）

区分 計画数 実績

事業取組団体方式　　※１ 16

オーダーコース　　 　　※２ 228

オープンコース　　　 　※３ 96

DXコース 200 82

ミドルシニアコース 50 30

サブスクリプション型生産性向上支援訓練 25 15

合計 770 467

令和５年度実績

（単位：人）

区分 計画数 実績

事業取組団体方式　　※１ 61

オーダーコース　　 　　※２ 278

オープンコース　　　 　※３ 197

DXコース 150 164

ミドルシニアコース 50 79

サブスクリプション型生産性向上支援訓練 25 14

合計 720 793

※１事業主取組団体方式
事業主団体が会員企業のニーズに対応して設定したコース

※２オーダーコース
個々の中小企業のニーズに対応したコース

※３オープンコース
地域の中小企業に共通したニーズに対応したコース

生産性向上支援訓練（高障求機構）

495

495
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